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第１章 自然と共生し誰もが安らげる環境をつくる

第１節 むらごと自然公園プロジェクト

１．むらごと自然公園計画

《現状と課題》

里山や平地林などの緑は、自然生態系の維持などの環境保全、地域住民の憩いの場や村

民のレクリエーション活動の場、優れた自然景観の形成など、様々な機能や役割を有して

いることから、今後ともその適正な保全を進めます。さらに、白馬村全体を自然公園とし

て捉え、豊かな自然を大切に保護しつつ、自然に親しむ環境整備や環境保護意識の醸成を

促すとともに、訪れる人へのもてなしの心を持って、美しい村づくりに住民一人ひとりが

取り組まなければなりません。

村民やNPOなどと連携し、定期的な維持管理の実施など有効活用を図る必要がありま

す。

《施 策》

① 白馬村を取り巻く雄大な山岳自然環境を人類共有の財産として認識し、それらの保全

に努め、後世に受け継ぎます。

② 優れた山岳観光資源を人々に普遍的に享受してもらえるための創意工夫と努力を継続

します。

③ 産業経済のみならず、文化教育の分野でも村民生活に深いかかわりを持つ自然環境と

郷土の発展の調和のために村民の英知を結集します。

④ 天恵の尊い自然環境の中に暮らす村民の心の拠りどころとして「むらごと自然公園」

の宣言を行い、環境と調和した個性豊かな村づくり行政を推進します。

⑤ 白馬ならではの「むらごと自然公園」の理念と具体的な取り組み方を協働で研究する

ための委員会を設立します。

⑥ 郷土の自然や文化への理解を深める地域学習を進め、地域の大切なものを引き継ぎ活

かすための人材を養成します。
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２．自然環境保護

《現状と課題》

北アルプス後立山連峰の山麓に位置する白馬村は、３，０００m級の高山が眼前に迫り急峻

な山岳美をみせる地形と、裏日本型気候と表日本気候の接点であり、また信州の原風景と

もいうべき里山が相まって、国の天然記念物に指定されている白馬連山高山植物帯をはじ

めとする貴重な動植物が数多く生育・生息する自然の宝庫です。

白馬特有の高山植物だけでも２０種近くに及び、学術上の希少種も数多く見られます。さ

らに、八方尾根高山植物帯、親海湿原・姫川源流などの植物の宝庫もあり、ギフチョウ・

ヒメギフチョウの混在地としても有名です。この他にも、ハッチョウトンボ、オオタカな

どの猛禽類など、数多くの貴重な動植物、昆虫などが生育・生息しています。本村では、

これらを平成１２（２０００）年、「白馬村版レッドデータブック」としてまとめています。

これらの動植物を育み、美しい景観を見せる本村の自然は、後世に伝えるべき大切な財

産であり、貴重な観光資源です。高山植物保護には、シーズン中グリーンパトロールを結

成し、監視と指導を行っていますが、これらの体制が十分であるとは決して言えない状況

であり、心ないマニアによる乱獲が後を絶ちません。

本村では、平成１１（１９９９）年１２月に、これまでの開発（規制）施策の基としてきた村開

発基本条例に替わり、「白馬村環境基本条例」を制定しました。２１世紀のキーワードの一

つとなる環境について、景観形成も含め今後この条例に基づいた環境基本計画の策定と実

効性ある施策を進めなければなりません。

《施 策》

① 白馬村環境基本条例に基づき、独自基準を盛り込んだ「環境基本計画」を策定します。

② 地球規模での環境問題を身近な問題としてとらえ、地球環境にやさしいライフスタイ

ルを推奨し、環境に負荷の少ない循環型社会づくりを進めます。

③ 村の財産である高山植物や希少野生動植物及び湿原などの研究・保護に努めます。

④ 希少種などの乱獲と絶滅を防ぐため、さらなる監視と指導を行います。

⑤ 学校教育、社会教育での地域学習や自然観察会などを通じて、貴重な自然への理解と

自然保護意識の醸成に努め、方策を講じて啓発を進めます。

⑥ 住民総参加による環境学習（エコロジー学習）を推進し、意識の高揚を図ります。

⑦ 白馬村独自に環境週間などを設けて、地球にやさしい環境づくりについての啓発運動

に取り組みます。

⑧ 姫川流域を保全し、生態系に配慮した水環境保全に取り組みます。

白馬村第４次総合計画
３１

第３編 基本計画



３．景観形成

《現状と課題》

景観形成に対する村民の意識が定着してきた背景には、平成４（１９９２）年の長野県景観

条例の制定を皮切りに、本村でも要綱などを整備し重点施策と位置付けるとともに、民間

の取り組みを後押ししてきたことがあります。

景観阻害要素の中でも建物は、戦後の復興期と高度成長期に、統一したデザインへの配

慮なく安価な新建材を使った建築物が数多く建てられ、また観光ブームの中、宿泊施設の

建設では、欧米各地の様式の模倣や和風、そして住宅メーカーの規格品とさまざまな様式

が用いられました。また、企業の利潤追求は、建物と並ぶ景観阻害要素である屋外広告看

板を林立させました。高度成長期は許されたことも、生活意識の変化に伴い、多くの人の

目には好ましからざるものとして映り始めました。

青鬼地区には、かやぶき屋根と板張りの民家が現存しています。戦後しばらくまではあ

たりまえの景観であり、誰もが認める懐かしい白馬村の原風景を残していることから、平

成１２（２０００）年に文化庁より重要建造物群保存地区に認定されました。

これらを含め、地域固有の素材と様式を統一することで、おのずと統一感をつくりだす

ことが、景観形成に繋がります。

看板も文化と密接に結びついて発達したものですが、本村は、平成８（１９９６）年１０月よ

り、長野県屋外広告物条例に定める屋外広告物特別規制地域の指定を受け、これに前後し

ての撤去事業により、独立型の商品広告・企業広告の類は全て撤去しました。今後も引き

続き、自家用といわれる看板類についても統一感の取れるものとしていく必要があります。

平成１１（１９９９）年、とかく個人感覚がまちまちでコントロールが難しい建築物などの色

彩について、統一感の取れる白馬村にふさわしい色彩環境の創造のため、「白馬村まちづ

くり環境色彩計画」を策定しました。

景観緑三法が平成１７（２００５）年６月に全面施行され、本村は長野県景観計画の位置付け

により、さらに良好な景観形成に努めますが、将来的には景観行政団体をめざし取り組み

ます。

《施 策》

① 景観法に定める景観行政団体となるために、本村の特性に応じた白馬村景観条例の制

定や景観計画を策定します。

② 訪れる人を気持ちよく迎えるために、地域を美しく手入れする「もてなしのまちづく

り」を意識するとともに村民として取り組みます。

③ 環境基本条例、開発指導要綱、景観形成重点地域指導基準などに基づき、建築物・工
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４．地球環境保全

《現状と課題》

現在、地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨、森林の減少、砂漠化、野生生物の種の減

少、海洋汚染、有害廃棄物の越境移動、開発途上国の公害問題の９つが地球環境問題と呼

ばれており、これらの影響や原因は国境を越えて相互に関連していることから、国際的な

連携・協力による取り組みが求められています。

この中でも、特に地球温暖化については、人類の生存基盤に関わる問題として、早急な

対策が必要とされています。地球温暖化防止を目的とした国際的な枠組みとしては、平成

４（１９９２）年５月の気候変動枠組条約と、平成９（１９９７）年１２月の地球温暖化防止京都議

定書の二つがあります。

地球環境問題は、人類誰もが自分自身あるいは家族の将来に係わる問題と受け止めなけ

ればなりません。その要因の多くが人間の様々な活動に起因しており、むしろ一人ひとり

の日頃の心がけこそ重要であり、省エネ、リサイクル、アイドリングストップなど日常生

活での小さな行動の積み重ねが大切になります。

前述の京都議定書を受け公布された国の「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づ

き、すべての地方公共団体に策定が義務付けられた率先実行計画をさらに真剣に推進する

とともに、これを行政機関にとどめることなく、民間の活動へも広げる施策や体制づくり

を進めなければなりません。

このような地球規模での問題とは別に、地域固有の大切な環境条件としてあげられるの

が「水」です。清らかな水の流れは、なにものにも代え難い安らぎを与えてくれます。高

度成長期、工場廃水は垂れ流され、家庭の汚水もそのまま川や湖へと流されました。近年

では下水道事業の普及や浄化槽の設置、法整備などによって徐々に本来の川に戻りつつあ

り、さらに取り組みを進めなければなりません。

作物への指導を徹底します。

④ 景観形成住民協定を積極的に推進し、締結地区では当該協定地区委員を中心にした自

主的な地域づくりを支援します。

⑤ 公共的構造物は、景観に配慮した色彩・素材での設置を促進します。

⑥ 屋外広告物のさらなるコントロールのため、統一感の取れるデザインづくりを指導し

ます。

⑦ 村の原風景である景観や建築物などを保存し、田園風景保持のため、遊休農地の利活

用を推進し、良好な景観形成を図ります。

⑧ 電柱・電線の地中化や電柱の裏配線など、幹線道路からの眺望を阻害しない山岳景観

に調和した村づくりに向けて方策を研究します。
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《施 策》

① 自然と共生する「むらごと自然公園」の理念に基づき里山の手入れを進めます。

② 里山整備に携わる各種団体の活動を支援し、さらに広く人材・組織の育成を進めます。

③ 観光資源でもある田園風景を壊さない農業支援事業に取り組みます。

④ 自然遺産・文化遺産を守りながら、地域づくりに活用します。

⑤ 温室効果ガス削減国民運動（チーム・マイナス６％）※１の目標達成のため、一人ひと

りのアクションプランの周知徹底を図ります。

⑥ 地球環境問題への意識啓発のため、環境教育を推進するとともに、関係機関に協力し

協調を図ります。

⑦ 河川の水質保全意識啓発と、定期的な美化清掃などの保全活動を行います。

⑧ 水源涵養の役割を果たし、土砂浸食などの災害を未然に防止している自然林の保全に

努めます。

⑨ クリーンな観光地として、身近な取り組みから始められる環境保全施策を推進します。

※１ 地球温暖化解決のために世界が協力して作った京都議定書の中で、日本が世界に約束した削減目
標が６％であり、これを実現するための国民的プロジェクトをチーム・マイナス６％という。
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第２章 快適で安らぎのある生活環境を築く

第１節 安心安全な道路整備プロジェクト

１．道路整備

《現状と課題》

本村を取り巻く道路事情は、高速交通網の豊科 IC、長野 IC、糸魚川 ICのちょうど中

間点にあり、それぞれのインターから約１時間の距離となります。長野 ICからは県道白

馬美麻線、長野大町線で、豊科 ICからは国道１４８号、１４７号、県道柏矢町田沢停車場線で、

糸魚川 ICからは国道１４８号でそれぞれ結ばれています。しかし、市街地を通過している

ため、渋滞なども多発し、高速道路からのスムーズなアクセスが望まれています。

国道１４８号、白馬美麻線、長野大町線の大部分は長野オリンピックを契機に急速な整備

が図られた結果、北陸方面と首都圏を結ぶ流通ルートとなり、大型トラックの交通量が飛

躍的に増加し、交通事故の多発や騒音が増大、住民生活に支障となっています。

国道１４８号は大部分の改良が終了していますが、佐野・沢渡地区の２km間の歩道が未

整備となっており、児童生徒の通学はもちろん、近年の大型車の通行量の増加により、地

区住民の生活に大きな影響を与えています。また、沿道の土地利用も進み、家屋の密集し

た地域では堆雪場所が少なくなり除雪に支障が出てきています。

国道４０６号は地すべり・急傾斜地の地盤が脆弱な地域にあるとともに、嶺方集落と本村

中心部をつなぐ唯一の道路であります。嶺方区は土砂災害防止法による土砂災害警戒区域

に指定され、避難場所がウイング２１となっており、豪雨、地震などの災害時に避難場所へ

の交通網として非常に重要な道路となるため、集落～白沢線交差点までの改良が強く望ま

れています。

県道白馬岳線は、グリーンシーズン拠点の１つである猿倉（白馬大雪渓、白馬岳）へ通

じる唯一の道路ですが、曲がりくねった狭隘な道路のため、すれ違いなどに支障が生じて

います。特に山岳道路に慣れていない来訪者の通行が多いため、待避所設置や屈曲部の解

消が望まれています。

村内の千国北城線は、ほぼ改良舗装が終了し、落倉～栂池間の早期完了と切久保～落倉

間の歩道設置が地域住民から望まれています。

村道は、白馬山麓線、白沢線、農道１号、オリンピック道路などの幹線道路の整備が進

んできていますが、観光周遊シャトルバスの運行が開始され、スムーズな運行のために、

スキー場をはじめとする観光の拠点となる施設を結ぶ道路の必要性が高まり、（仮称）神

城山麓線の建設検討とその推進が重要となっています。集落内村道の改良舗装については、

地域住民の要望はたくさんあり、集落振興計画に従い、緊急度の高いものから実施してい

ますが、中々応えられない現状となっています。
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国 県 道 概 況 平成１６年４月１日現在（単位：km）

種別 路線名 村内区間
延長 橋梁 トンネル

総数 舗装済 個数 延長 個数 延長

国道 １４８号 佐野坂 ～ 松 沢 １４，７９２．１ １４，７９２．１ １７ ６５５．９ ０ ０．０

国道 ４０６号 白馬町 ～ 白 沢 １１，３９６．４ １１，３９６．４ ７ ９１．２ ２ １０９．０

県道 白馬美麻線 飯 田 ～ 峠 ５，８２０．９ ５，８２０．９ ７ ２０８．６ ０ ０．０

県道 白馬岳線 白馬町 ～ 猿 倉 １０，０５４．２ １０，０５４．２ １０ １３８．５ ０ ０．０

県道 千国北城線 落 倉 ～ 森 上 ６，１８１．６ ６，１８１．６ １ ２６．０ ０ ０．０

資料：建設課

《施 策》

① 国道

国道１４８号については、交通安全対策として交通弱者の安全確保を目的に歩道整備

事業の促進、冬季交通安全対策と除排雪対策として無散水事業の推進、堆雪帯の確保

などの促進を働きかけます。特に歩道の未設置箇所については、地域住民とともに事

業化を働きかけます。

国道４０６号については、防災事業の促進や狭隘な箇所の改良事業の促進を働きかけ

ます。

② 地域高規格道路

松本糸魚川連絡道路（波田町～糸魚川市）については、近隣市町村や住民と連携を

取り合い、早期の起点決定、調査区間の整備区間指定、条件が整っている住民要望の

強い区間の調査区間指定を働きかけます。

③ 主要地方道・一般県道

白馬美麻線の歩道未設置箇所については、歩道の設置と改良済区間と同規格の拡幅

改良を、白馬岳線の八方～猿倉間の整備促進を、地域住民や関係者と連携しそれぞれ

働きかけます。また千国北城線は落倉以北の整備を県に協力し早期完成に努めます。

村 道 概 況 平成１７年４月１日現在（単位：km）

種別 路線数

延長 橋梁
未供用
区 間

重 用
区 間

鉄道との
交 差総数

舗装部分
（含簡易）

改良済 個数 延長

総 数 ５２５ ３２４，１９６ １７０，８１６ １５７，７０１ １１８ １，７７３ ９，３８１ ３，４７７ ２３

１ 級 １０ ２６，８４８ ２２，２５４ ２１，４５２ １２ ３４９ １，８４１ ７２９ ２

２ 級 １９ ２８，７３２ ２２，９０７ ２１，７３７ １７ ４６７ ８９ ５６６ ６

そ の 他 ４９６ ２６８，６１６ １２５，６５５ １１４，５１２ ８９ ９５７ ７，４５１ ２，１８２ １５

資料：建設課
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２．土地利用計画

《現状と課題》

本村の総面積は後立山連峰の頂までを含むため１８，２３４ha に及び、そのうち農地が５．６％、

宅地・雑種地が３．７％、山林・原野・その他は９０．７％です。また標高１，４００m（八方尾根の

兎平付近の標高）より高い地域や道路・河川などの一般的土地利用が難しい地域は全体の

３分の１を超えます。

白馬村は昭和３５（１９６０）年に都市計画区域の指定を受けましたが、用途区域の指定がな

い白地地域であり土地利用の規制が緩いため、無秩序な農地の宅地化や周囲の景観に調和

しない建築物の増加が問題になってきました。

そこで村では平成１０年に土地利用対策室を設置し、住民アンケートなどを実施し白馬村

の土地利用のあり方について検討を重ね、平成１５年に概ね２０年先までの白馬村の土地利用

や都市施設の整備方針を定めた都市計画に関する基本方針「白馬のまちづくりマスタープ

ラン」を策定しました。

村内に設置されている公園などをネットワークで結ぶ「姫川河川公園構想」に基づき、

平成１４年度から都市公園として「大出公園」の整備に着手し、地元住民が公園計画検討委

員会に参加、施設などの計画や維持管理について意見を出し合いながら整備を進めていま

す。

白馬村の都市計画道路は昭和３７年に計画決定されています。しかし、改良率が２５．８％と

低く、未着手の路線も多いなど整備が進まず、昭和４０年以降の土地利用状況の変化やオリ

ンピック関連道路の整備により都市計画道路の必要性、妥当性が大きく変わってきたため、

都市計画道路の見直しを検討する必要があります。

④ 村道

（a） スキー場を結ぶ道路事業として、通称神城山麓線を整備促進します。

（b） 住民生活の利便性を向上させる為の生活関連道路の整備を図ります。

⑤ 農道

農免道路の深空以南ルートについて整備計画を働きかけます。

⑥ 林道

地域や受益者と連携し維持管理に努め、併せて、作業道整備促進に努めます。
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《施 策》

① 「白馬のまちづくりマスタープラン」に定めた将来像に基づき、自然との共生を基本

とした総合的な土地利用を推進します。

② 平成１４年より実施している大出公園の整備を完成させ、さらに白馬三山からなる美し

い山岳景観と、ここに源流をもつ姫川などの水辺環境を保全した「姫川河川公園構

想」を推進します。

③ 都市計画街路の検討を行い、必要な見直しを行います。

④ 農業振興地域整備計画の見直しを行い、優良農地を保全します。

地 目 別 面 積 平成１７年４月１日現在（単位：km２）

総数 田 畑 宅地 山林 原野 雑種地 その他

１８２．３４ ７．６８ ２．３１ ４．３６ ２５．５８ ２８．６２ ２．４１ １１１．３８

資料：税務課

農地の移動状況 （単位：面積＝ａ）

区分

年度

自作地の有償
所有権の移転

自作地の無償
所有権の移転

賃借権の設定
農業経営基盤
強化促進事業に
よる利用権設定

４条許可 ５条許可

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積

平成６ ３７ ２０７ １ ２ ４ ２４３ ４３ ８２２ ２６ １２７ ４５ ３８６

７ ３７ ２２０ ３ ３３ ７７ １５９７ ２１ １４２ ３８ ２８１

８ ３９ ２８２ ７ ５３ ４１ ７７１ １９ ８４ ５５ ６４２

９ ５８ ３９６ ６ ５７ ５９ １１６８ １１ １１０ ４４ ３３２

１０ ２０ １１０ ４ ７１ １０ ９２３ ８９ ２７７０ ４ １３ ２２ １３０

１１ ２３ １５２ ３ ５３ － － ５９ １３５４ ２ ４ ３２ ２３６

１２ ３１ ２０５ ２ １０ － － ３９ ８９４ ９ ４９ ３０ １４４

１３ ４０ ３０９ ３ １０ ３ ３５８ ４９ ９７７ ６ ２３ ２８ １７０

１４ １９ ２４２ ６ ２８ ５ ４０８ ５０ １２５７ ４ １４ １９ ２４５

１５ ２１ ４６ １ ０ － － ３０ ８３５ ２ ５ １４ ２３０

１６ ２３ １７３ ５ ２５５ － － ４２１ １４２５６ ４ ２６ ２３ １２１

資料：産業課
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第２節 治山治水防災プロジェクト

１．治山治水計画

《現状と課題》

本村は、村の中央部を南北に糸魚川－静岡構造線が走る北部フォッサマグナ地帯に属し、

これに接しその東側を小谷～中山断層が走っており、この大断層地帯に白馬連峰から流れ

出す河川によって扇状地が形成され、融雪及び豪雨による氾濫、崩壊を繰り返してきてい

ます。また山沿いの集落、道路などにおいても、小河川の氾濫、地すべり、急傾斜地など

による崩壊が繰り返されてきています。

本村一帯は地質的に脆い部分も多く、平成７年７月の梅雨前線豪雨災害、近年多くなっ

たゲリラ的豪雨の災害では、治山治水の重要性を痛感させられました。鳴沢、犬川、平川、

松川、大楢川、姫川など河川施設、砂防施設が整備された河川などはその威力を存分に発

揮し、過去のような大きな被害は無く、最小限に食い止めることができています。

しかし、各河川の上流部では山腹崩壊、崩落が多発し土砂流出により、整備が進んだ河

川でもいつ昭和３０年代へ逆戻りするか分らない状況であります。

本村は平成１６年度の土石流、平成１７年度の急傾斜地と土砂災害防止法による土砂災害警

戒区域などによる指定がなされ、土砂災害の危険区域が明らかにされつつあります。その

中では、過去に大きな災害の発生のないと思われる小渓流、急傾斜地も含まれており、そ

の対策も求められています。地すべりによる危険地域の指定、河川の氾濫区域の公表をは

じめ、定期的な見直しにより危険な地域を明らかにし、避難体制、災害の発生を抑えるた

めの施設整備を、指定された箇所を中心にさらに進める必要があります。

一方、河川施設や砂防施設の整備により河川などの親水性、景観が失われつつあるとと

もに、姫川では河床低下により、周辺の農地などの流出が危惧されています。松川や姫川

上流に見られるような親水性、景観が確保され、かつ災害に強い整備手法が住民の願いと

なっていることから、整備済みの河川に親水性などが保たれた二次改良も必要となります。

昨年大雪渓上部で大きな崩落が発生し、尊い命が失われるという悲しい事故が発生して

います。登山者の安全対策のため、現在施工中のネブカ平付近の崩壊対策事業とともに、

崩落対策を柱とした周辺環境へも配慮した治山治水事業を早急に推進していく必要があり

ます。
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《施 策》

２．消防計画

《現状と課題》

本村の火災発生状況は、不注意などの失火が主な要因となります。近年防火対象物件数

も頭打ちになってきていますが、廃屋と呼ばれる施設が増加傾向にあり、これらの火災を

未然に防ぐため、村民の防火意識の普及・啓発や予防活動の一層の推進を図る必要があり

ます。

防災の第一線に立つ消防・防災活動は、昭和６０（１９８５）年に常備消防である北アルプス

広域北部消防署が設置され、査察、予防救急の業務が行われています。

一方、非常備消防組織である消防団は、常備消防署の設置に拘らず、地域の財産を守る

防火・防災活動の主体であることに変わりはなく、その負う責務は、初期消火・避難誘導

など極めて大きなものがあります。しかし、若い世代の消防に対する意識や勤務形態の変

化などにより、消防団員の確保が困難な状況となっており、今後は、消防団改革を進める

とともに、消防団員の処遇改善や消防団を支える地域の自主防災組織などの体制づくりが

必要です。

また救急現場に居合わせた住民による応急手当などの、普及・啓発に努めていく必要が

あります。

① 危険箇所への治山治水事業の導入を、地域住民とともに国、県に対して働きかけ、よ

り安心安全な村となるようにします。

② 北股入沢砂防連絡協議会などの検討を経て、ネブカ平周辺での砂防事業の継続を働き

かけます。

③ 土砂災害の恐れのある区域について、警戒避難体制の整備などのソフト対策を進めま

す。

④ 土砂災害をはじめとする危険箇所のハザードマップ※１を作成するなど、住民の安全

意識の啓発を行います。

⑤ 自然環境及び自然景観と調和した治山治水事業を推進します。

４０



火災件数・焼失面積損害額

年次
総 数
（件数）

建物（棟数） 山 林
（件数）

その他
（件数）

焼失面積 損 害 額
（千円）全焼 半焼 部分焼 計 建物（m２） 山林（ha）

昭和４５ ５ ３ １ ４ １ ６０３ ０．７０ １１，６７８

５０ ２ ２ ２ ２３５ １，１６０

５５ ５ ４ １ ５ ６１３ ８７，０００

６０ ５ １ ３ ４ １ １０１ ０．０５ １１，３８３

平成２ ５ １ ４ ５ ７４ ２，４０７

７ ７ ４ ３ ７ １ ６７１ １．４０ ５８，７０１

１２ １ １ １ ３２０

１３ ３ １ １ ２ １ ０．３２ １３，７７０

１４ ５ １ １ ３ ５ ３５８ ３３，３１３

１５ ４ １ ２ ２ ５ ２ ４１９ ３８，１８４

１６ ５ ３ ２ ５ １，５７５ １８５，８９９

資料：北アルプス広域北部消防署

消防施設概要 各年４月１日現在

年 分団数 団員数
消 防
自動車

可搬動力
ポンプ

動力ポン
プ積載車

消火栓数

防火水槽

総数
４０m３

以上
２０～
４０�

昭和５１ １０ ３５０ ４ １９ １９ ８２ ４０ ２３ １６

５５ １０ ３５７ ４ １９ １９ １２１ ５１ １７ ３４

６０ １０ ３５７ ４ ２３ ２３ １５７ ６３ ２８ ３５

平成２ １０ ３５７ ４ ２４ ２４ ４５４ ６１ ２６ ３５

７ １０ ３３９ ３ ２４ ２４ ４７６ ７４ ２６ ４８

１２ １０ ２９５ ３ ２４ ２４ ４９１ ８６ ４７ ３９

１３ １０ ２９４ ３ ２４ ２４ ５０２ ８７ ４８ ３９

１４ １０ ２９８ ３ ２４ ２４ ５０４ ８７ ４８ ３９

１５ １０ ３００ ３ ２４ ２４ ５０７ ８７ ４８ ３９

１６ １０ ２８５ ３ ２４ ２４ ５１０ ８７ ４８ ３９

※分団数には、本部を含む。 資料：総務課

※消火栓数は、消防水利の基準に該当しないものも含む。
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《施 策》

① 消防団組織の見直しと消防団改革などを完遂させます。

② 予防消防と自主防火管理の徹底を図るため、毎月７日を「防火の日」と定め、防火意

識の高揚と各種機器の点検、訓練を行います。

③ 消火栓・防火水槽について、既存水利の有効範囲や水利基準などを点検（現地踏査）

し、的確な個所への設置・更新を指導します。

④ 自然水利については、場所の周知と地域の実情に応じて新たな場所の確保や草刈、

しゅんせつなどの手入れを指導します。

⑤ 消防団員の処遇改善など魅力ある消防団づくりを推進します。

⑥ 予防広報に努めるとともに、地域住民の防火思想の普及啓発を図ります。

３．防災計画

《現状と課題》

本村では地理的条件から、水害・雪崩・地滑りそして地震といった災害が予想されます。

雪崩は、昭和５５（１９８０）年の源太郎水源の被災を代表とし、これまで数件発生しており、

特にスキー場関係者は、スキーヤーの安全確保のため雪崩防止に力をいれています。

水害は、直轄管理の砂防工事により、過去に大きな水害を繰り返した村を代表する急流

河川の松川・平川は、砂防事業の効果を最大限発揮し今日きわめて安定しているものの、

平成７年度の豪雨災害では、村内各所でその他の中小河川が氾濫しました。地滑りもまた

豪雨・融雪災害と連動して発生する可能性があります。

地震は、全国各地で発生している状況であり、本村はむしろ地震の空白地帯と言われて

います。糸魚川－静岡構造線という脆弱な地形上に位置する本村は、今後３０年間にマグニ

チュード８規模の地震が起こる可能性が高い地域であるとの研究発表もされており、大規

模地震の発生が危惧されます。

今後の防災に対する地域の安全確保については、防災関係機関・住民・事業所などが一

体となり、防災体制を確立することはもちろんのこと、「生命、財産は自らが守る」とい

う基本方針にたち、村民への防災教育、広報による防災意識の高揚及び地域ぐるみの防災

体制を確立することが必要となります。特に各地区における自主防災組織の設立は、必要

不可欠であります。

４２



《施 策》

① 地区ごとの自主防災組織の結成・体制づくりを支援し、地域の実情に合わせた防災体

制を確立します。

② 防災訓練を通じて常に防災意識の向上に努めます。

③ 白馬村地域防災計画書は、長野県地域防災計画の整合を図るとともに地域特性に応じ

た見直しを随時行い、住民への啓蒙を行います。

④ 大規模地震などに備え、災害発生時の情報伝達や避難誘導・避難施設などの総合的な

防災体制の確立を図り、危機管理体制を強化します。

⑤ 各地区との非常時通信体制の確立と非常用品、非常食料などの備蓄を計画的に行いま

す。

⑥ 災害時におけるボランティアの受入れ体制と活動マニュアルを確立します。

⑦ 誰でも緊急時における適切な対応と、応急手当ができる知識の普及に努めます。
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その他 
風俗犯 
知能犯 
粗暴犯 
凶悪犯 
窃盗犯 

３５０ 

３００ 

２５０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 

０ 
昭和５０年 ５５ ６０ 平成２年 ７ １２ １３ １４ １５ １６ 

刑法犯発生件数の推移

資料：大町警察署

第３節 安心快適生活プロジェクト

１．防犯計画

《現状と課題》

本村では、生活の安全に関し、村民の安全意識の高揚と自主的な安全活動の推進を図る

とともに、生活環境の整備を行うことをめざしています。そのため、安全で住みよい地域

社会の実現を図ることを目的に、平成１６（２００４）年「白馬村安全なまちづくり条例」を制

定しました。

核家族化、少子・高齢化などの社会環境の変化に伴い、住民意識が希薄化し、犯罪に対

する意識にもその影響が懸念されます。本村における犯罪件数は、観光地であるため窃盗

犯がそのほとんどを占めています。近年、悪徳商法などの消費者相談件数も増加傾向にあ

り、消費生活の安定と向上を図るためには、消費者教育や情報提供などにより、自ら正し

い知識と的確な判断力を身につけることが重要です。

犯罪のない安全で安心して暮せる地域社会をつくるため、防犯意識の高揚を図り、村民

と行政が一体となって積極的な防犯活動を推進していく必要があります。
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《施 策》

① コミュニティ組織としての地区・地域のつながりを意識し、地域ぐるみで防犯活動に

努めます。

② 地域組織を通じて、防犯啓発活動を行うとともに、広報活動などにより防犯意識高揚

を促し、ネット犯罪についても機会を捉えて啓蒙・啓発を行います。

③ 補助金制度により防犯灯の設置や、老朽化した防犯灯の更新を進めます。

④ 悪徳商法による被害を未然に防ぐための広報活動を充実します。

⑤ 県との連携を図りながら消費者生活相談指導を行います。

２．交通対策

《現状と課題》

村内の交通網は、オリンピックを契機に大幅に整備されたことにより、生活圏が松本圏

域から長野圏域地域へと変化するとともに、交通情勢もまた大きく変化しました。本村は

豪雪地帯でスキー場も数多くあるため、特に冬期間は村外から多くのスキーヤーが訪れ、

雪道に不慣れなことから、観光客同士が当事者となる事故が数多く発生しています。

「交通事故のない安全で快適な社会の実現」は、村民一人ひとりの共通の願いであり、

交通事故件数は平成１３年度をピークに減少傾向にあります。しかしながら、交通弱者であ

る高齢者などの被害も多く、また飲酒運転やシートベルトの未着用など交通マナーの低下

も見受けられます。

そのなかで子どもや高齢者などの交通弱者を事故から守り、ドライバーによる無謀運転

を根絶するため、交通安全に対する一層の意識の高揚を図り、交通安全教室を始めとする

安全教育の充実、並びに道路関連施設の整備をさらに進めることが必要です。

《施 策》

� 交通安全

① 学校、家庭、社会教育の場など様々な機会をとらえ交通安全教育を実施するとともに、

街頭活動の強化や、交通安全村民大会を継続して開催します。

② 交通安全教育や啓発を円滑に実施するため、交通安全協会などの組織を強化し、関係

機関を網羅した組織整備を図ります。

③ 交通弱者といわれる高齢者や障害者、子どもなどに重点を置いた交通安全教室の実施
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など、交通安全教育の充実を図ります。

④ ガードレール・カーブミラーなどは、新設だけでなく、除雪による破損や老朽化した

施設の補修が重要となっているため、計画的な設置及び更新を行います。

⑤ 円滑な除雪作業により、冬期間の交通確保を図ります。

� 公共交通機関

① ＪＲ大糸線の松本～白馬間の輸送力強化と南小谷以北 JR西日本区間についての存続

について、各関係機関との連携を保ちながら働きかけます。

② 新幹線利用者の長野～白馬間直通バスの利用拡大や長野市近郊への通学実態を踏まえ、

増便を働きかけます。

③ 村内各地域を連絡する住民から観光客まで含めた総合的な交通体系について研究しま

す。

３．上水道

《現状と課題》

本村の上水道事業は、常住人口に対応するだけでなく、増加する観光客に対応するため

多大な設備投資を行なってきました。その結果、設備は大きいものの稼働率は３０％程度と

いう現状です。

今後右肩上がりの人口の趨勢は終焉を迎え、まもなく人口減少時代に突入しようとして

いることから、給水収益も減少傾向が続くと考えられます。このような中、第２次拡張事

業で整備された施設の老朽化が進み、水道設備の大規模更新なども見据え、コスト縮減に

よる効率的な施設整備が課題であります。水をさらに次世代に継承するにふさわしいもの

とするため、事業経営の一層の健全化を図り、安全な水の供給に努めることが必要です。
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０ 

１０００ 

２０００ 

３０００ 

４０００ 

５０００ 

６０００ 

７０００ 

８０００ 

９０００ 

１００００ 

０ 

２０００ 

４０００ 

６０００ 

８０００ 

１００００ 

１２０００ 

１４０００ 

１６０００ 

１８０００ 

２００００ 

Ｓ６１ Ｈ１ ３ ５ ７ １２ １３ １４ １５ １６ 

給水人口（人） 
給水戸数（戸） 

一日平均給水量 
一日最大給水量 

（ｍ３） （人） 

給水人口などの推移

資料：上下水道課

《施 策》

� 事業経営の健全化

① 健全経営を確保するため、事務事業の見直し、合理化による経費節減を図ります。

② 中長期的財政計画に基づく計画的な設備投資を行います。

③ 配水管の布設替えは、極力他事業との連携を図りコスト削減に努めます。

④ 需要者ニーズを踏まえた給水サービスの充実を図ります。

⑤ 施設の更新は、効率の低い施設を抜本的に見直し、高効率かつ低コストの水道を再構

築します。

� 水の安定供給

① 水質管理を徹底し、常に安全で清浄なおいしい水の確保に努めます。

② 水道水の安定供給を図るために中央監視装置を活用した情報管理と、迅速な対応に努

めます。

③ 災害に備えた予防対策としての施設整備及び緊急体制整備に努めます。

④ 施設の更新にあたっては、配水計画を見直し効率的な施設整備を図ります

⑤ 各水源間のネットワーク化により、非常時にも対応できる給水体制を図ります。
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� 給水区域の拡張と未普及地域の解消

① 小規模で拡張可能な場所においては、個人負担及び道路改良工事などとのアロケー

ション（合体施工）などにより、工事費の軽減を工夫しつつ、給水区域拡張に努めま

す。

② 未普及地域は地区の要望により、補助事業を導入し解消に努めます。

４．下水道

《現状と課題》

下水道は、河川の水質汚濁を防止し、豊かな自然を保全するために大きな役割を果たし

ています。また住民が便利で快適な生活を享受し、豊かさを実感できる地域づくりを実現

する上で欠くことのできない施設です。

本村の下水道整備は、基礎調査を経て昭和６３（１９８８）年に公共下水道計画を策定、平成

元年度に事業認可を受け事業に着手しました。村内全域水洗化に向け、平成２年度にエリ

アマップを作成し、第１期事業では、大出地籍の姫川端に浄化センターを設置し、大出、

白馬町より管路整備に着手、平成５（１９９３）年８月に一部供用を開始しました。平成７

（１９９５）年には認可の変更を行い、第２期計画として整備面積を２４９ha に拡大し、八方、

和田野、瑞穂、深空、飯森、飯田地区などを整備しました。また、平成１１年度には２回目

の変更を行い、第３期計画として整備面積を４５７ha に拡大し、沢渡、佐野、切久保、蕨平

などを整備計画区域に入れ、現在に至っています。

今後の予定としては、第３期計画のうち平成１６年度までに４３７ha を終了させ、当分の間、

公共下水道整備については休止することとし、未整備地区は浄化槽設置補助制度により整

備する予定としています。

現在は、供用区域での加入率が思うように伸びていないのが実情です。下水道整備には

多額の投資が必要であるため、受益者負担金を徴収し、維持管理には使用料を徴収し費用

の一部に充てており、今後とも加入促進に力を入れ使用料収入の増加を図るとともに、滞

納を防ぐための施策が新たな課題となっています。

農業集落排水事業では、堀之内・三日市場地区が平成６年度に、野平地区が平成１６年度

にそれぞれ供用を開始し、順調な接続状況となっています。
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８０％ 

７０％ 

６０％ 

５０％ 

４０％ 

３０％ 

２０％ 

１０％ 

０％ 
Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 

普及率 水洗化率 

単位：千円 

１，６００，０００ 

１，４００，０００ 

１，２００，０００ 

１，０００，０００ 

８００，０００ 

６００，０００ 

４００，０００ 

２００，０００ 

０ 

管渠整備 浄化センター 

Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 

公共下水道建設投資額の推移

資料：上下水道課

下水道普及率と水洗化率の推移

資料：上下水道課
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《施 策》

① 下水道整備区域内では、住民への啓蒙活動を行い下水道への加入促進を図ります。

② 下水道未普及地域では、補助制度を活用し合併処理浄化槽設置を推進します。

③ 浄化槽の適正な維持管理の徹底を呼びかけると同時に、県と連携し適正管理、施設改

善などの指導をします。

④ 下水道事業特別会計は、地方公営企業法を適用します。

⑤ 財政の中長期計画をたてるとともに、徹底した経費節減を図りながら健全経営に努め

ます。

５．生活環境衛生

《現状と課題》

消費生活の多様化と、人口の増減、観光客の入り込みなどにともない、家庭からは大量

に様々なごみが排出され、その排出量は平成１２年度をピークに減少傾向にあります。これ

らの廃棄物は各地区集積場からの収集及び清掃センターへの直接搬入により、白馬・小谷

２村で構成する白馬山麓環境施設組合の施設（清掃センター：処理能力３０t／日）に運ば

れ、適正な処理を進めています。

平成１６年度における各家庭から出たごみの量は、５，２２２tで村民一人当たり年間５４９kg

（１日１，５０５g）排出していることとなります。このような毎日排出される廃棄物により、

契約先の最終処分場での埋立て可能な年数は、あと数年ほどと逼迫した状況にあります。

全国的に最終処分場などの廃棄物処理施設への住民の不安感などにより、新たな設置が困

難な状況にあり、今後の状況が懸念されます。また、焼却処理にともなうダイオキシン類

の発生が、同様に全国で問題となっていましたが、白馬山麓環境施設組合では、平成１１～

１２年度にかけて、清掃センターの排ガス高度処理設備工事を行い、厚生省の新ガイドライ

ン基準値（５ng－TEQ／３m３）を満たしています。

さらに、ごみ処理の広域化計画について北アルプス広域連合では平成１５年度「ごみ処理

広域化基本構想」を策定し、将来の循環型社会の構築を前提とした、排出抑制、資源化、

収集・運搬、中間処理、最終処分方法などの方向性をまとめ、平成１６年度にはより具体化

した「ごみ処理広域化基本計画」を策定し、本村もごみ処理広域化の推進をめざします。

契約先の最終処分場の延命化を図り、ダイオキシン類の発生を抑制するためには、ごみ

の減量化、資源ごみのリサイクルをより一層進めることが重要であり、その一環として平

成１２年度から平成１６年度まで延べ２５１基の生ごみ処理機設置に対し補助金を交付し普及に

努めてきました。また平成１１（１９９９）年９月からは、容器包装リサイクル法によるごみの
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分別収集を始め、平成１３（２００１）年４月から家電リサイクル法によるテレビ・洗濯機・エ

アコン・冷蔵庫（冷凍庫―平成１６年４月追加品目）の適正な処理と資源の有効利用を図り、

平成１５（２００３）年１０月からは、「資源有効利用促進法」に基づいた家庭用パソコンリサイ

クル、平成１６（２００４）年１０月から二輪車（オートバイ）リサイクルシステムの業界自主取

り組み、平成１７（２００５）年１月からの自動車リサイクル法など、様々な品目のリサイクル

化が図られてきているところです。

資源の有効利用を目的とした資源ごみへの対応は、住民の分別収集に対する理解が徹底

されつつありますが、さらに村民意識を高揚し資源循環型社会の構築を図る必要がありま

す。一方、廃棄物の不法処理は、村内でも不法投棄や野焼き、簡易ごみ焼却炉によるごみ

処理などの事例がみられます。不法処理による環境汚染を未然に防止するとともに、美し

く快適な生活環境と公衆衛生の向上に努め、こころ安らぐ快適な村づくりをめざします。

し尿処理は、平成６（１９９４）年３月に完成した白馬山麓環境施設組合の処理施設「クリー

ンコスモ」の１日の処理可能能力が、４５kl（し尿２６kl／日・浄化槽１９kl／日）となってい

ます。クリーンコスモには、観光シーズン前になると営業施設からの汲み取り申し込みが

殺到します。また、合併処理浄化槽においては施設の適正な維持管理が必要であり、これ

を怠ると河川の水質汚濁につながる重大な問題となります。

現在、下水道計画に基づき整備が進められていますが、供用地区においても浄化槽のあ

る施設では下水道に今もって加入しないというケースも多く、問題となっています。この

ことは、環境衛生上また下水道の事業効果上重大な問題であり、今後さらに下水道計画と

の整合を図り、下水道接続の促進を強化するとともに、水質汚濁対策の必要性を住民に呼

びかける必要があります。ほとんどの河川は、最終的には姫川に流れ込んでおり、水源域

にあたる本村が水質を保全する責任は重大です。

本村では都市部に見られる産業公害はありません。本村通地籍に平成１３年度に全農と

JA大北が建設し、平成１４年度から業務を開始した SPF（特定病原菌不在）豚農場施設か

らの悪臭問題も、県主導による臭気対策協議会などにより対策が講じられてきています。

本村は観光シーズンになると交通量の増大にともなう騒音、振動、粉塵、光害など、観

光地ならではの問題を抱えています。さらに近年、地球温暖化、大気汚染など地球規模で

の問題に対しても深刻な状況が伝えられ、これを身近なこととして受け止め、関係機関と

協調した対策をとる必要があります。

地球環境問題については、庁内で策定した温室効果ガス削減率先実行計画に基づき事

務・事業を進めるとともに、これを一般事業者や家庭にも広げていく必要があります。こ

の恵まれた環境を汚すことなく、子孫に引き継いでいくことが重要です。
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７，０００ 

８，０００ 

９，０００ 

１０，０００ 

６，０００ 

５，０００ 

４，０００ 

３，０００ 

２，０００ 

１，０００ 

０ 
平成６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ 年度 

処理数量（kl） 

生し尿 浄化槽汚泥 農業排汚泥 

７，０００ 

６，０００ 

５，０００ 

４，０００ 

３，０００ 

２，０００ 

１，０００ 

０ 
平成６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ 年度 

直接搬入 収集 資源ゴミ 粗大ゴミ 

収集量（ｔ） 

年度別ごみ処理状況

資料：住民課

資料：住民課

年度別し尿処理状況
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《施 策》

� ごみ関係

① 廃棄物の発生、排出をさらに抑制して、廃棄物の減量化を推進します。

② 「白馬村をきれいにする条例」に基づき、不法投棄防止、空缶投げ捨て防止、自動車

などの放置防止の徹底を継続します。

③ 不法投棄監視パトロールを継続し、野焼きの防止を図ります。

④ 国・県のごみ処理広域化計画に基づき、広域連合を通じて大北地域のごみ処理広域化

に沿って推進します。

⑤ 生ごみ処理による有機肥料化・飼料化などについて研究します。

� リサイクル

① 容器包装リサイクル法・家電リサイクル法・パソコンリサイクル・二輪車リサイク

ル・自動車リサイクル法などの制度の徹底を図ります。

� 環境美化

① 住民参加による花づくり運動などの環境美化活動を推進し、地域の美しい景観づくり

に対する住民意識の高揚を図ります。

② 廃屋の実態調査を行い、撤去事業などの調査研究を行います。

③ 環境衛生を目的としたNPO法人などのボランティア活動を支援します。

� 公害対策

① アスベスト問題に関する窓口を開設し、今後の建築物解体での啓蒙指導などを行いま

す。

② 水質、土壌、騒音、悪臭などについて監視、巡視、相談の充実を図ります。
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第４節 暮らし支えあいプロジェクト

１．地域支えあいネットワーク

《現状と課題》

少子・高齢化などにより、高齢者世帯が増えています。特に独居高齢者世帯や身体が不

自由な高齢者がいる高齢者世帯が増え、核家族化や都市化も絡み、様々な問題が生じてい

ます。その中でも、災害などの緊急時の対応や高齢者の引きこもりが、問題となっていま

す。

火災による死亡のうち、高齢者世帯住宅の火災によるものがかなりの割合を占めていま

す。また、豪雨による土砂崩れや洪水による被害者も、高齢者や身体が不自由などの者が

多く、社会問題となっています。本村においても例外ではありません。

こういった悲惨な事故を防ぐため、地域とのつながりを保ち、地域の中で積極的に生き

ていくことができる施策が必要となっています。

《施 策》

① 高齢者の社会参加や地域活動を促進するとともに、世代間交流や文化活動、スポーツ

活動の促進に努めます。

② 高齢者世帯・障害者世帯を地域で見守る地域ネットワークづくりや、地区が作成する

地域支えあいマップづくりなどの事業を支援します。

２．情報通信基盤

《現状と課題》

パソコンやインターネット、携帯電話などの情報通信技術の著しい発展と普及は、住民

の生活環境面においても大きな変化をもたらしています。今後は生活の隅々まで情報が浸

透し、より安全で便利な社会の実現が期待されており、住民の利便性向上及び地域産業の

振興のためにも、高度情報化は不可欠なものになっています。

小中学校においてもパソコンの整備が進み、また、公民館事業などでもパソコン教室を

開設するなど、情報化社会に対応するよう施策を展開してきました。また、本村のホーム

ページを平成１４（２００２）年６月に開設し、村の情報提供や観光客へのイメージアップに活

用しています。
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《施 策》

① 地上波デジタル対応に向けた調査研究に取り組みます。

② 移動通信用施設（携帯電話など）の不感地域解消に向けた取り組みを進めます。

③ 白馬村の各種行政情報について、行政公式ホームページにより随時提供します。

④ 通信インフラ整備のあり方、村内間を繋ぐネットワークのあり方及び有効なシステム

について研究します。

しかしながら、ブロードバンド環境は決して進んでいるとは言えず、近隣市村と新たな

情報格差や社会的格差の拡大が懸念されます。民間主導を前提としながらも、的確なイン

フラ整備を働きかけ、誰もが享受できるブロードバンド環境の整備が必要となっています。

また、一部地域では観光地域でありながら、携帯電話の不感地帯が残っており、移動通

信エリア拡大に向け関係機関への働きかけを行い、早急に解決を図る必要があります。
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第３章 支えあい健康に暮らす地域福祉社会を築く

第１節 むらごと健康づくりプロジェクト

１．自律的健康づくり

《現状と課題》

少子・高齢化が急速に進む中、人生を心身ともに健やかに過ごすには、一人ひとりが健

康に対する意識を高め、自己管理をしていくことが重要になります。

白馬村の死亡原因は、がん・脳卒中・心臓病によるものが非常に多く、これらを併せる

と約３割を占めています。

また、慢性疾患の増大などにより医療費が高騰しています。

健康診断では、壮年期に高脂血・高血糖・高血圧状態を重複して持っている人が増加の

傾向にあります。

高脂血・高血糖・高血圧を重複して持つ状態を、メタボリックシンドロームと言います。

脳卒中・心臓病・糖尿病の予防のためには、その誘引であるメタボリックシンドロームを

慢性的に引き起こしている、過食・偏食・運動不足・ストレス・睡眠不足などの生活習慣

を自ら見直すことが重要です。

見直しのきっかけづくりとして、自分自身の健康状態を知る基本検診の受診者を増やす

こと、受診後のフォローが重要となります。

また、乳幼児期から肥満・高脂血状態にならないよう、家庭の中で健全な生活習慣を身

につけさせることが必要といえます。

《施 策》

① 健康診断、健康教育などを通じて住民自らの健康づくりに対する意識を高め、自己管

理意欲が高まるよう啓発します。

② 生活習慣病などの正しい知識と予防に対する学習会を通し、保健予防の推進、健康づ

くり指導者の育成に努めます。

③ 地域コミュニティを活用した「いどばた健康教室」などの健康づくりの場を積極的に

設けます。

④ 健康増進を目的としたNPO法人などのボランティア活動を支援します。
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２．医療体制

《現状と課題》

健康で安心して暮らせる地域づくりとして欠かせないことは、万一の医療体制です。夜

間救急医療における一次診療体制を確立させることが急務となっています。

また、白馬小谷地域にはない診療科目を受診するため、特に高齢者が不便を強いられて

います。この状態の解決に向け、積極的に関係機関に働きかけることが必要となっていま

す。

さらに、スキー傷害診療体制の確立のため、関係機関を支援する必要があります。

《施 策》

① 大北地域の医療機関と連携して平日夜間診療を開設します。

② 関係医療機関などに対して白馬小谷地域にない診療科目の設置を働きかけます。

③ スキー傷害診療に係る体制の支援に努めます。

④ 大北地域の歯科医療機関と連携して祝祭日診療を開設します。
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高齢化率の推移 単位：％

平成
元年度

３ ５ ７ ９ １１ １２ １３ １４ １５ １６

白 馬 村 １３．７ １５．４ １６．２ １６．６ １７．２ １８．０ １８．１ １８．９ １９．８ １９．９ ２０．３

北アルプス広域 １６．４ １７．９ １９．９ ２０．３ ２１．５ ２２．８ ２３．０ ２３．７ ２４．２ ２４．７ ２５．２

長 野 県 １５．５ １６．１ １８．４ １８．８ １９．８ ２１．０ ２１．２ ２１．７ ２２．２ ２２．７ ２３．０

全 国 平 均 １１．６ １２．０ １４．１ １４．５ １５．５ １６．７ １７．４ １８．１ １８．７ １９．２ １９．６

※平成１２・１３年度は、各４月１日現在 資料：毎月人口異動調査より

第２節 福祉いきいきプロジェクト

１．老人福祉

《現状と課題》

我が国の高齢化の進行が加速する中、白馬村でも高齢化率が２０％を越えました。いわゆ

る団塊の世代が後期高齢化世代になるのもそう遠くない日となります。

少子・高齢化が進み、職場が少なくなることから若い世代が白馬村を離れるケースが多

くなり、単に後期高齢化人口が増えるというだけでなく、高齢者世帯が増加するという重

大な局面を迎えることとなります。

その結果として、介護世代自体が不在の村となることから、介護保険法の施行と関連し

た総合的な老人福祉施策が必要となります。また、それに対する財政負担も当然考慮しな

ければなりません。

今どんな老人福祉サービスを住民は必要としているか、応益負担は公平か、国県の制度

には何があり何が適当であるかなど、問題点を洗い直し、施策を構築していくことが必要

です。さらに、保健・福祉・医療の連携が重要であり、関係機関の相互連携も必要となっ

ています。
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《施 策》

① 地域が自主的に行う独り暮らし老人世帯や高齢者世帯を地域で見守るネットワークづ

くりを積極的に支援します。

② 自主的な地域コミュニティ活動による健康教室などの高齢者生きがいづくり、健康づ

くり事業を国県の制度を利用して支援します。

③ 高齢者の生きがいづくりのため、文化、伝統、産業などの分野で高齢者の知恵と経験

を生かす場づくりに努めます。

④ 高齢者の生きがいづくりなど高齢者ケアに関するNPOの結成などについて積極的に

支援します。

⑤ 高齢者が自立した生活を営んでもらうために、地域と高齢者・障害者を総合的に支援

する地域包括支援センターを整備します。

⑥ 村内の既存施設などを高齢者の生きがいづくりや健康づくりの場として有効利用する

よう努めます。

２．障害者福祉

《現状と課題》

障害者に対しては、従来の医療費や補装具の給付といった経済的な支援制度のほか、障

害者が自立して生活する支援など、ライフスタイルに応じ必要なサービスを選択して受け

る支援費制度が始まり、数年が経ちました。その利用状況から制度が障害者個々にきめ細

かく行渡り、充分に活用されるようになるためには、様々な面でまだまだ検討の余地があ

るといえます。

全国的にも障害の重度化・重複化が進み、また障害者の高齢化の加速もあり、大きな社

会問題にもなっています。

そのような障害者福祉制度の過渡期の中、支援費制度を見直すため、新たに障害者自立

支援法が制定され、施行されようとしています。障害者が家庭や地域でより快適で質の高

い、自立した生活ができることが目的とされています。利用者の財政負担に応じ、どこま

で公平な負担で利用しやすい制度が展開されるかということが、今後大きな課題となりま

す。
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身体障害者の状況 平成１７年４月１日現在

障害種別と等級 １ ２ ３ ４ ５ ６ 男 女 計

視 覚 障 害 ７ ２ １ １ ２ ７ ６ １３

聴 覚 障 害 １ ６ ４ １１ ９ １８ １３ ３１

聾 唖 １ ０ １ １

平 衡 機 能 障 害 ０ ０ ０

音声言語機能障害 １ １ １ １ ２

そしゃく機能障害 ０ ０ ０

心 臓 機 能 障 害 １７ １ ５ ９ ２２ １０ ３２

腎 臓 機 能 障 害 ２０ １ １３ ８ ２１

呼 吸 器 機 能 障 害 １ １１ １１ １ １２

膀胱・直腸機能障害 １ ５ ４ ２ ６

小 腸 機 能 障 害 １ １ ０ １

体 幹 機 能 障 害 １８ １０ ８ １ ２ １７ ２２ ３９

上 肢 切 断 ５ ２ ５ ２ ７

上 肢 機 能 障 害 １３ ６ ４ ４ ３ １６ １４ ３０

下 肢 切 断 ４ ３ ６ １ ７

下 肢 機 能 障 害 ３ １３ １９ ２３ １１ ６ ２５ ５０ ７５

計 ７９ ４２ ５７ ６４ １８ １７ １４６ １３１ ２７７

資料：保健福祉課

《施 策》

① 従来の制度に加え、障害者自立支援法の制度を活用した、日常生活の支援とサービス

の提供に努めます。

② 障害者の生活安定のための施策の充実を図ります。

③ 障害者のニーズに応じた福祉施設の運営の見直しを行い、国などの制度の中で老人福

祉を含めた包括的な支援体制など、体制づくりに努めます。
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要介護（支援）認定状況 平成１７年６月３０日現在

認 定 結 果 白馬村（人） 構 成 比 広域全体（人） 構 成 比

要 支 援 ４５ １４．１％ ３４９ １３．６％

要 介 護 １ １２０ ３７．５％ ８９６ ３５．０％

要 介 護 ２ ４０ １２．５％ ３５７ １４．０％

要 介 護 ３ ３７ １１．６％ ３４３ １３．４％

要 介 護 ４ ４１ １２．８％ ３１７ １２．４％

要 介 護 ５ ３７ １１．６％ ２９６ １１．６％

判 定 者 計 ３２０ １００．０％ ２５５８ １００．０％

※認定（申請）後、死亡した者は除く。 資料：保健福祉課
※特別養護老人ホームなど施設入所者を含む。

３．介護保険

《現状と課題》

介護保険は、長寿、高齢化により本人や家族が抱える介護の不安や負担を、社会全体で

支えあうためにつくられた制度です。

スタートから５年が経過した平成１７年度には、介護保険制度を「持続可能な制度」にす

るために、「予防重視型システムへの転換」、「施設給付の見直し」などが行われました。

国は、「予防重視型システムへの転換」を図る理由として、要支援及び要介護１に認定

された人が、大幅に増加していると指摘しています。白馬村を含む大北広域でも、要支

援・要介護１の認定者数が、最近急激な増加を示しています。また、国は、軽度認定者に

対する介護サービスが状態の改善につながっていないと指摘し、軽度認定者に対するサー

ビス提供の在り方を見直しています。

白馬村では、平成１８年度より「地域包括支援センター」を設置し、公正・中立な立場か

ら、地域における総合相談や、要支援・要介護の非該当者から要支援者に至るまでの、継

続的な介護予防マネジメントを一体的に実施します。このような取り組みにより、要支援

状態となることの予防と要介護状態への悪化の予防を図っていくことが必要といえます。

《施 策》

① 公正・中立な立場から、地域における相談、介護予防マネジメント、包括的・継続的

マネジメントを担う機関として地域包括支援センターを設置します。

② 独り暮らし高齢者や認知症高齢者一人ひとりができる限り住み慣れた地域での生活が

継続できるような介護予防事業の推進に努めます。

③ 公平・公正なケアマネジメントが受けられるよう介護支援専門員の資質の向上に努め

ます。
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出生率の状況 （人口千対）

年 白 馬 村 長 野 県 全 国

昭 和 ５０ 年 １５．４ １５．８ １７．１

昭 和 ６０ 年 １３．３ １１．３ １１．９

平 成 ２ 年 １１．４ １０ １０

平 成 ７ 年 １２ ９．７ ９．６

平 成 １２ 年 ９ ９．７ ９．５

平 成 １３ 年 ９．９ ９．６ ９．３

平 成 １４ 年 ９．９ ９．３ ９．２

平 成 １５ 年 ８．２ ９．１ ８．９

※出生率：人口１，０００人当たりの年間の出生児数の割合 資料：保健福祉課
※市町村人口は、毎月人口異動調査による総人口（１０月１日現在）
長野県、全国の人口は、推計人口による（１０月１日現在）

４．少子化対策・児童母子福祉

《現状と課題》

現在、日本全体で少子化が急速に進行しています。本村においても、少子化は進み、平

成１５年度の合計特殊出生率は、１．３４と、人口を維持するのに必要とされる合計特殊出生率

の水準である２．０８を大きく割り込んでいます。

少子化をもたらす背景には、個々人の結婚観やライフスタイルの変化に伴い、結婚しな

い人が増えていることや、結婚年齢が遅くなっていることがあげられます。

これに加え、一組の夫婦から生まれる子どもの数が少なくなっている「夫婦の出生力そ

のものの低下」という新たな要因も指摘されています。

急速な少子化の進行は、社会経済全体に極めて深刻な影響を与えるものであることから、

「次世代育成支援対策推進法」を受け、本村では平成１７年３月、「白馬村次世代育成支援

行動計画」を策定しました。

今後は、この行動計画に基づいた、母子保健・医療・子育て支援サービス・教育・生活

環境などの総合的な取り組みが必要となります。

また、核家族化や共働き家庭の増加に伴い、地域社会の結びつきや子どもに対する意識

も希薄になり、孤立している家庭も少なくありません。

今後は、子育て支援ルームの機能や相談体制を充実させるとともに、地域のボランティ

アなど、地域住民による支えあいを促進し、保育所やふれあいセンターなど既存の公共施

設を利用した、地域に密着したサービスが提供できるようにしていくことが必要です。

さらに、ひとり親家庭では、社会的、経済的、精神的に不安定な状態になりがちとなる

ことから、相談体制を充実させるとともに、多様な保育ニーズへ対応する施策が必要とさ

れています。
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合計特殊出生率の状況

年 白 馬 村 長 野 県 全 国

昭 和 ５０ 年 ２．０９ ２．０５ １．９１

昭 和 ６０ 年 ２．０１ １．８５ １．７６

平 成 ２ 年 １．９２ １．７１ １．５４

平 成 ７ 年 ２．０１ １．６４ １．４２

平 成 １２ 年 １．２９ １．５９ １．３６

平 成 １３ 年 １．４６ １．５ １．３３

平 成 １４ 年 １．４５ １．４７ １．３２

平 成 １５ 年 １．３４ １．４４ １．２９

※出生率：人口１，０００人当たりの年間の出生児数の割合 資料：保健福祉課
※市町村人口は、毎月人口異動調査による総人口（１０月１日現在）
長野県、全国の人口は、推計人口による（１０月１日現在）

保育所の入所状況 平成１７年４月１日現在

定員
入 所 児 童 数

合 計
０ 歳 児 １ 歳 児 ２ 歳 児 ３ 歳 児 ４ 歳 児 ５ 歳 児

南部保育所 ８０ ０ １ ４ １１ １３ １０ ３９

中部保育所 １２０ ０ ６ ６ ２１ ２０ ２４ ７７

北部保育所 ６０ ０ ０ ３ １０ ９ １２ ３４

合 計 ２６０ ０ ７ １３ ４２ ４２ ４６ １５０

資料：保健福祉課

《施 策》

① 白馬村次世代育成支援行動計画を基に、総合的な施策の推進を図ります。

② 子育て支援に関する相談体制・情報提供を充実するよう努めます。

③ 保育所の老朽化と少子化に対応した保育施設整備などの再整備を行い、併せて保育施

設の後利用について検討します。

④ 多様な保育ニーズに対応できるよう、保育所における保育サービスや、放課後児童ク

ラブの充実に努めます。

⑤ 育児サークルなどを支援し、親同士が交流できる場づくりに努めます。

⑥ 短時間や緊急時に活用できるファミリーサポートなどの制度を充実させます。

⑦ 恵まれた自然環境の中での子育てをアピールし、この地域で育てたいと思わせる環境

づくりを関係諸機関と創意工夫します。

⑧ 児童虐待の早期発見のための啓発と、児童虐待防止地区連絡員や児童相談所などと連

携し早期対応に努めます。

⑨ ひとり親家庭の相談体制について充実に努めます。
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第４章 地域をみつめ自然に学び文化を育む

中学校の学級数と生徒数の推移

年 度 平成６年 ８年 １０年 １２年 １４年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年

学級数 １０ １１ ９ １１ １１ １１ １１ １１ １１ １１ １１ １１

生徒数 ３５２ ３３８ ３４７ ３５３ ３２０ ３０３ ２９１ ３０１ ３１０ ３１４ ３０３ ２９２

※平成１８～２２年度は予想数 資料：教育委員会

小学校学級数と児童数の推移

年 度
白 馬 南 小 白 馬 北 小 合 計

学 級 数 児 童 数 学 級 数 児 童 数 学 級 数 児 童 数

平成２年 ６ １９６ １５ ４９４ ２１ ６９０

４年 ７ １９５ １５ ４７５ ２２ ６７０

６年 ９ ２１７ １４ ４５８ ２３ ６７５

８年 ９ ２０３ １５ ４７９ ２４ ６８２

１０年 ８ １９９ １５ ４５９ ２３ ６５８

１２年 ７ １７４ １４ ４４３ ２１ ６１７

１４年 ７ １７４ １５ ４３２ ２２ ６０６

１６年 ８ １６７ １６ ４３１ ２４ ５９８

１７年 ８ １８１ １６ ４１９ ２４ ６００

１８年 ８ １６２ １６ ４１４ ２４ ５７６

１９年 ８ １４９ １４ ３９２ ２２ ５４１

２０年 ８ １４８ １４ ３７８ ２２ ５２６

２１年 ８ １４１ １４ ３７６ ２２ ５１７

２２年 ８ １３２ １４ ３６１ ２２ ４９３

※平成１８～２２年度は予想数 資料：教育委員会

第１節 地域独自教育プロジェクト

１．義務教育

《現状と課題》

義務教育は、子どもが成長・発達していく上で不可欠な学力、体力、道徳性を養う責任

を担っています。しかし現状は、学ぶ意欲や生活習慣の未確立、問題行動、施設の老朽化

などにより、深刻な状況下にあります。

子どもたちがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことをめざし、資質能力の

高い教師が指導に当たるとともに、家庭や地域との連携により、学校が生き生きと活力あ

る活動を展開する必要があります。
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中学卒業生の進路状況

年 次
男女別卒
業者総数

進 学 者

高 専 就職者 備 考
総 数

全 日
通 信 定 時

県 内 県 外

昭和３３年度
卒 業 生

総 １６５ １２２ ５３ ６９ ３６

男 ８７ ６３ ２４ ３９ １９

女 ７８ ５９ ２９ ３０ １７

昭和４５年度
卒 業 生

総 １１４ １０５ １０４ １ １０

男 ６３ ５６ ５６ ７

女 ５１ ４９ ４８ １ ３

昭和５３年度
卒 業 生

総 ９０ ９０ ９０

男 ４３ ４３ ４３

女 ４７ ４７ ４７

昭和５９年度
卒 業 生

総 ８９ ８８ ８７ １ １

男 ５１ ５０ ４９ １ １

女 ３８ ３８ ３８

平成元年度
卒 業 生

総 １４２ １４１ １３９ ２ １

男 ７６ ７６ ７４ ２

女 ６６ ６５ ６５ １

平成５年度
卒 業 生

総 １２２ １２０ １１８ ２ 無業者１

男 ７４ ７２ ７０ ２

女 ４８ ４８ ４８

平成１０年度
卒 業 生

総 １１８ １１４ １０５ ７ ２

男 ６４ ６１ ５５ ５ １ 無職３

女 ５４ ５３ ５０ ２ １ 無職１

平成１４年度
卒 業 生

総 １１４ １１０ １０６ ４

男 ５７ ５４ ５３ １ 無職３

女 ５７ ５６ ５３ ３ 無職１

平成１５年度
卒 業 生

総 ９８ ９７ ９５ ２

男 ５４ ５３ ５１ ２ 海外留学１

女 ４４ ４４ ４４

平成１６年度
卒 業 生

総 １０３ １０３ ９５ ５ ２ １

男 ５８ ５８ ５３ ３ １ １

女 ４５ ４５ ４２ ２ １

資料：教育委員会

白馬村第４次総合計画
６５

第３編 基本計画



白馬高校の学級数と生徒数の推移

年 度 平成２年 ４年 ６年 ８年 １０年 １２年 １４年 １６年

学級数 ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９

生徒数 ３８８ ３３８ ２６５ ３１５ ２５７ ２６２ ２３５ ２０８

資料：教育委員会

《施 策》

① 児童生徒の安全・安心を大切にした学校環境づくりを進めます。

② 北小学校、中学校のプールの改修及び南・北小学校校舎の改築を推進します。

③ 「確かな学力」の育成、基礎・基本を徹底し、知識、技能ともに自ら学ぶ意欲、思考

力、判断力、表現力などを養う教育を推進します。

④ 情報化・国際化の進展、環境問題など社会の変化に対応する教育活動を推進します。

⑤ 児童・生徒が正しい食事の摂り方や望ましい食習慣を身につけ、生涯にわたり健康で

生き生きとした生活を送ることができるよう、指導体制の整備・地域の特色を生かし

た学校給食の充実を図ります。

⑥ 家庭・地域の信頼を深める創意による開かれた学校及び活力に満ちた学校づくりを進

めます。

２．魅力ある高校づくり

《現状と課題》

県は、少子化による生徒減少及び教育行政改革により、高等学校改革プラン推進委員会

で、「多様化する生徒の希望に応えることができる、魅力ある高校づくり」と「生徒数の

減少や４通学区制の実施などに対応した高等学校の適正な規模及び配置」について検討中

であります。

現在及び将来の白馬高校をより良くするため、地域で検討を重ね、魅力と特色ある地域

高校として存続させる必要があります。
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白馬高校卒業生進路状況

年 次
男 女 別
卒業者総数

進 学 者 就 職 者
その他

総 数 大 学 短 大 専 門 総 数 就 職 自営業

昭和３０年度
卒 業 生

総 ５１ ３ １ ２ ４８ １２ ３６

男 １９ ２ １ １ １７ ４ １３

女 ３２ １ １ ３１ ８ ２３

昭和４５年度
卒 業 生

総 １１７ ４７ ７ １４ ２６ ６４ ６４ ６

男 ６７ ２３ ６ １７ ３６ ３６ ６

女 ５０ ２４ １ １４ ９ ２８ ２８

昭和５５年度
卒 業 生

総 １２７ ６０ ５ １１ ４４ ６７ ６６ １

男 ７３ ３７ ５ ２ ３０ ３６ ３５ １

女 ５４ ２３ ９ １４ ３１ ３１

昭和６０年度
卒 業 生

総 １２４ ６４ １６ １３ ３５ ５５ ５２ ３ ５

男 ７１ ３６ １３ １ ２２ ３２ ３０ ２ ５

女 ５３ ２８ ３ １２ １３ ２３ ２２ １

平成元年度
卒 業 生

総 １３０ ７５ １５ １４ ４６ ５２ ４８ ４ ３

男 ７３ ３８ １０ ２ ２６ ３２ ３０ ２ ３

女 ５７ ３７ ５ １２ ２０ ２０ １８ ２

平成５年度
卒 業 生

総 ８５ ５１ １１ １１ ２９ ２４ ２２ ２ １０

男 ４５ ２８ ６ ２２ １４ １３ １ １０

女 ４０ ２３ ５ １１ ７ １０ ９ １

平成１０年度
卒 業 生

総 ７０ ４２ １０ １１ ２１ ２６ ２１ ５ ２

男 ３５ １７ ５ ２ １０ １８ １５ ３ ２

女 ３５ ２５ ５ ９ １１ ８ ６ ２

平成１５年度
卒 業 生

総 ６７ ５５ ２５ ９ ２１ １２ １１ １

男 ４３ ３６ ２３ １ １２ ８ ７ １

女 ２４ １９ ２ ８ ９ ４ ４

平成１６年度
卒 業 生

総 ７０ ４７ ８ ７ ３２ １５ １４ １ ８

男 ３９ ２９ ７ ３ １９ ８ ８ ２

女 ３１ １８ １ ４ １３ ７ ６ １ ６

資料：教育委員会

《施 策》

① 白馬高校を、魅力と特色ある地域高校として存続するために、小中高校・家庭・地域

の連携を強め、村民参加による学校づくりを支援します。
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３．地域学習

《現状と課題》

学校教育と社会教育がそれぞれの役割分担を前提とし、そこから一歩進み、学習の場や

活動など両者の要素を部分的に重ね合わせながら一体となって、自然・社会体験、ボラン

ティア活動など、子どもたちの教育に取り組みます。（学社融合）

《施 策》

① 学社融合の中で、地域学習のための総合的な学習プログラムを作成します。

� 自然体験やボランティア活動などの社会体験学習

� 地場産の材料を使ったものづくりや生産活動などの体験学習

� 友好都市の生活や文化などに慣れ親しむ体験学習
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第２節 個性あふれる生涯学習プロジェクト

１．生涯教育

《現状と課題》

現在、本村を取り巻く環境は、近年の急激な社会情勢の変化の中、暮らしも意識も大き

く変革しています。農業の機械化や交通手段の発達、高齢化社会や週休２日制（学校週５

日制）の普及は、時間的なゆとりを生み、情報伝達機能（マスメディア）の発達や IT（情

報技術）産業の普及、オリンピック開催にともなう国際的規模の地域間交流の広がりは、

様々な文化に接する機会を生み、人々はこれまでよりも多くの選択肢の中から、自分の個

性や趣味に合った生き方や生活を望むようになりました。

ひたすら働き老後に余生を楽しむという時代は終焉し、生涯の各段階で多様な生き方を

求め、生活のゆとりと長い人生の有意義な過ごし方を生涯テーマとする人々が多くなって

きました。

村内では、各々の趣味や興味を、自主的、主体的に継続し深め合い、人生を豊かにする

多様な活動への欲求が高まり、様々な場や形で行われるようになりました。公民館が行う

各種講座への申し込み状況や、毎年１１月の文化祭への参加者数は、学習ニーズの高さを物

語っています。

この現状に応えることで、村民一人ひとりの個性や能力を伸ばし、自己実現や充実（い

きがい）を満たすばかりではなく、「学び」を通じて、ふれあい、助けあい、そして育て

あう、世代を超えたつながりへと発展することが期待できます。

このように村民の願いに応え、本村の学習環境をいつでも・どこでも・だれでもという

生涯学習の視点でもう一度見直し、幼児期から高齢期までのあらゆるライフステージに対

応できる学習システムの構築と、拠点となる生涯教育施設の整備、機能の充実を図ってい

く必要があります。
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学級講座など開設状況

区 分 内 容 合計回数 参加延人数

ふれあい教室
ギター、囲碁、民踊、陶芸、園芸、健康おばちゃん
の料理、ビーズアクセサリー。

９３ １２４

自然ふれあい体験シ
リーズ

ギフチョウ・ヒメギフチョウ観察、野鳥観察、ガー
デニング講習、雪形観察、村民登山、きのこ展。

６ １０１

美術館めぐり
県内の美術館をたずね、芸術作品にふれる事により、
村民の芸術感を養う。

１ ２５

英会話教室
国際化に対応するため、語学力習得並びに、諸外国
に対する豊かな国際理解の心を養う。

２７０ １６０

パソコン教室
日本語入力から、メール、インターネット並びに、
文章作成、表計算の技術向上。

８０ １３８

ベビーマッサージ
子育てに不安を持っている親のため、その不安と親
子のスキンシップのため。

１ ２２

公民館講座 その時々の話題に沿った講座の開催。 １ ３０

クリスマス公演 １ １７０

資料：教育委員会

公民館等施設一覧表

区 分 分 館 名 規模（m２） 設 置 年

内 山 多目的集会施設 １１６．６０ 昭和５９

佐 野 生活改善センター ２１１．１７ ５４

沢 渡 公民館 １１２．００ ３９

三 日 市 場 農産物処理加工施設 １７０．９０ ５９

堀 之 内 公民館 ３１４．００ ３６

飯 田 公民館 ９９．１７ ３２

飯 森 公民館 ３１６．００ ４５

深 空 基幹センター １８４．００ ５０

八 方 口 生活改善センター １９８．７０ ６１

八 方 八方文化会館 ８２１．００ ４８

瑞 穂 農業生活改善センター １５２．３７ ５８

白 馬 町 公民館 ３３７．１０ 平成１７（建年昭和５８）

森 上 基幹センター １５０．００ ４８

新 田 公民館 ２３４．００ ４２

塩 島 基幹センター １３６．００ ５１

通 農業生活改善施設 ８１．９８ ５９

立 の 間 農業生活改善施設 ８２．８１ 平成４

切 久 保 公民館 １２０．００ 昭和４７

落 倉 公民館 ６０．００ ４９

野 平 基幹センター １２２．００ ４８

大 出 生活改善施設 １９０．４６ ６０

蕨 平 集落センター １２１．００ ５７

嶺 方 公民館 １２０．００ ４２

青 鬼 公民館 ６０．００ ４７

資料：総務課
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《施 策》

① 生涯教育の拠点として公民館活動の充実を図り、学習情報の収集・提供・相談体制の

整備、指導者の育成、芸術・文化活動を推進します。

② 地域住民の多種多様な学習ニーズに応えるため、広範な講座・各種教室の開設を図り

ます。

③ 地域住民の知恵や知識経験を活用した社会文化振興団体（自主運営団体）の活動を支

援します。

④ 図書館などの整備と機能の充実を図ります。

⑤ 生涯学習の成果を、個人のキャリアや、ボランティア活動、地域社会の発展に活かせ

る機会や活動の場を創造します。

２．青少年育成

《現状と課題》

都市化や生活様式の変化などに伴い、青少年を取り巻く環境は大きく変化しています。

子どもの人間形成に重要な、基本的生活習慣や考え方、価値観などは、家庭の及ぼす影響

が極めて大きく、家庭生活における家族の不断の努力によって身につくものと考えられて

います。しかし、核家族化や少子化に加え、共働き家庭、受験競争の激化などにより、様々

な家庭問題や社会問題が発生しています。こうした状況は青少年にあたえる影響も大きく、

心の悩みを抱える青少年も増え、青少年非行の低年齢化・凶悪化が大きな社会問題となっ

ています。家庭・学校・地域における青少年教育の在り方が、全国的に問われています。

現在、本村では、スポーツ・レクリエーションや、社会活動・ボランティア活動を通じ

た子ども居場所事業など、青少年活動が活発に行われています。

今後とも、家庭、学校、地域が連携しそれぞれの役割を認識し、その教育機能を十分発

揮し、生涯学習の観点からも、自ら学ぶ力を身につけ、自主的で人間性豊かな子どもたち

を育てることが大切といえます。

《施 策》

① 青少年の豊かな心と能力の発達を促す体験学習や、親子のふれあいをテーマとした学

習・運動の機会提供に努めます。

② 青少年の健全育成に関する関係者が、有機的な連帯の下に広く村民一人ひとりの関心

を高め、青少年育成運動のさらなる飛躍を図ることを目的にする「青少年育成村民会
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議」の事業推進を図ります。

③ 各地区子ども会の結成と自主活動の推進を図るため、地区子ども会育成会の組織の強

化と活動支援、指導者・リーダーの発掘育成、及び地区子ども会相互の連携を図りま

す。

３．人権・平和教育

《現状と課題》

私たちの身の回りには、さまざまな差別や偏見が根強く存在しています。一人ひとりの

人権を尊重し差別を廃絶していくことが重要です。

これまで人権教育は、学校、職場、社会教育などの中で取り組まれてきましたが、日常

生活を通じてすべての村民が、あらゆる人権問題に対して正しい認識を持ち、差別をなく

していく行動を実践していくことが期待されます。

そのためには、女性、子ども、高齢者、障害者、外国人などに対する、あらゆる差別問

題に深い理解と認識を持ち、家庭、地域、学校などでこれまで実施されてきた学習の場を

さらに活用することも必要です。

また、生活の基本となる「平和」とは何なのかを次代を担っていく子どもたちにしっか

り伝えなければなりません。

《施 策》

① 研修会などへ村民が主体的に参加できる体制づくりを推進します。

② 学校教育・社会教育、職場・家庭などでの学習など、あらゆる場を通じた人権教育の

推進を図ります。

③ 人権、平和学習の充実のために情報提供を支援します。

４．生涯スポーツ

《現状と課題》

学校週５日制の完全実施などとともに、余暇時間の増大や健康志向の高まりなどから、

年齢や体力に応じた生涯を通じてのスポーツ活動が年々盛んになり、その重要性も増して

います。また、スポーツ人口も増加し、活動内容も多様化・高度化し、これらに対応でき

る施設整備を進めていく必要があります。本村ではこれまでも、住民のスポーツ志向の高
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生涯スポーツの現状

区 分 内 容 合 計 数 合 計 人 数

村民スポーツ祭 スポーツ祭（４種目）、少年スポーツ祭（２種目） ２大会
参加総人数
２，１００人

体育協会加盟団体

陸上競技、水泳、ソフト、軟式野球、バレーボール、
ミニバレーボール、ソフトバレーボール、ゲート
ボール、テニス、サッカー、ゴルフ、マレットゴル
フ

１２団体
加盟総人数
１，９８９人

白馬村選手権など大
会

女子バレーボール、陸上競技、ゴルフ、野球、ソフ
トボール、テニス、ソフトバレーボール（２回）、
マレットゴルフ、クロスカントリー大会

１０大会
参加延人数
２，８４５人

スポーツ教室
ゴルフ、水泳、テニス、太極拳、ウォーキング、マ
シーントレーニング、ウエイトトレーニング、ス
キー

８８回
参加延人数
２，８１１人

スポーツ少年団
剣道、サッカー、空手、武道空手、陸上競技、バト
ミントン、バレーボール、硬式野球、トランポリン、
バスケットボール、柔道

１１団体
団員総人数
３７３人

スポーツ少年団共通
事業

団員募集説明会、研修会、合同交流会 ３事業
参加総人数
４００人

資料：教育委員会

まりに対応するためのスポーツ施設整備や、スポーツに親しめる教育施設の開放を進め、

村民スポーツ普及に努めてきました。

しかし、住民のスポーツへの関心はますます高く、これから生涯スポーツを定着させて

いくためには、「総合型地域スポーツクラブ」を立ち上げ、さらなる住民ニーズに対応で

きる組織化が大きな目標であります。また、具体的な今後の課題として、限られた本村の

人口の中、いかにスポーツ指導者を発掘及び育成を図るかが重要な課題であります。

体育施設では、ウイング２１、スノーハープ、白馬ジャンプ競技場などのオリンピック財

産の有効利用を進め、初級者から上級者・子どもから高齢者まで性別に関係なくだれとで

も楽しめ、生きがいづくり、仲間との交流、健康づくりを進め、さらにレクリエーション

活動の振興を図っていく必要があります。

《施 策》

① 「総合型地域スポーツクラブ」を組織し、住民が生涯にわたって多種目・多世代・一

貫指導の基、スポーツを楽しむ環境をつくります。

② 自主的なスポーツ・レクリエーション団体の育成強化と交流を推進し、その必要性に

できるだけ応える設備の充実に努めます。

③ 学校施設の開放を含めた既存の体育施設の有効活用と利用促進を図ります。

白馬村第４次総合計画
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第３節 郷土文化伝承プロジェクト

１．郷土文化

《現状と課題》

文化活動の活性化は、これからの白馬村にとって最も重要な課題であると考えます。

芸術文化研修などの振興の拠点に、待望の文化施設ウイング２１ができあがり、大いに期

待できる状態であるものの、それ程盛況となっていないのが現状であります。

郷土文化活動をより地域に根ざした文化として振興伝承するためには、青少年などを対

象に後継者を育成し振興を図るとともに、文化の向上をめざすために情報の一元化に努め

ていくことが重要となります。

《施 策》

① 「はくば」の伝統的な生活文化を大切にし、地域の特色として育みます。

② 地域の祭りや行事を全村に紹介し、住民が地域ぐるみで積極的に参加する気運を醸成

します。

③ 老人クラブ、婦人会、地区子ども会育成会などの交流の場を持ち、伝統行事などの後

継者育成を支援します。

④ 歴史民俗資料館と復元民家の利活用を研究し推進します。

２．文化財保護

《現状と課題》

文化財は、長い歴史の中で生まれ、育まれ、今日まで守り伝えられてきた貴重な財産で

あります。その財産を、いかに次世代へ伝え、いかに今の暮らしに活かすかを地域の人々

と考え、実践する必要があります。
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白馬村指定文化財・天然記念物一覧表

指 定 種 別 指定年月日 名 称 場 所 備 考

天然記念物 昭和４９．１０．１
曹洞宗示現山長谷寺の老杉
群

白馬村大字神域飯森 ５本

天然記念物 昭和４９．１０．１ 細野諏訪神社の大杉 白馬村大字北城八方 １本

天然記念物 昭和４９．１０．１ 貞麟寺の枝垂れ桜 白馬村大字神城沢渡 １本

天然記念物 昭和４９．１０．１
ヒメギフチョウ・ギフチョ
ウ

白馬村内

天然記念物 昭和４９．１０．１
ハッチョウトンボ・キイイ
トトンボ

白馬村大字北城落倉

天然記念物 昭和５２．３．１ 八方薬師堂の江戸彼岸桜 白馬村大字北城八方 １本

天然記念物 昭和５２．３．１ 深空の十郎様の大山桜 白馬村大字北城深空 ７本

民 俗 資 料 昭和５２．６．１ 佐野坂西国三十三番観音像 白馬村大字神城佐野 ３３体

民 俗 資 料 昭和５２．６．１
観音原 西国・坂東・秩父
百番観音像

白馬村大字北城新田 １００体

天然記念物 昭和５２．１０．４
嶺方堀田の大山桜（儀重
桜）

白馬村大字北城嶺方 １本

天然記念物 昭和５５．２．１ 嶺方のクリ及びイチイ 白馬村大字北城嶺方
クリ１本・
イチイ１本

天然記念物 昭和５５．２．１ 嶺方諏訪神社の老杉群 白馬村大字北城嶺方 ９本

村 宝 昭和５５．２．１ 銅製鰐口 白馬村大字北城切久保 鰐口１ケ

村 宝 昭和５５．２．１ 切久保庚申塔 白馬村大字北城切久保 １基

村 宝 昭和５５．２．１ 野平庚申塔 白馬村大字北城野平 １基

天然記念物 昭和５５．１２．１ 親海湿原・姫川源流植物帯 白馬村大字神城 １５３種

史 跡 昭和６０．１．２４ 神城古墳群 白馬村大字神城 ２０ヶ所

村 宝 昭和６０．１．２４ 小丸山遺跡出土遺物 白馬村大字北城民族資料館

村 宝 昭和６０．１．２４ 鉄製鰐口 白馬村大字神城沢渡 鰐口１ケ

史 跡 昭和６０．１．２４ 大宮城址 白馬村大字神城三日市場 １ヶ所

民 俗 資 料 昭和６０．１．２４
熊突き槍・カモシカ皮製沓
馬の尻毛製猟師帽子

白馬村大字北城民族資料館 ３点

天然記念物 昭和６０．１．２４ クロサンショウウオ生息地 白馬村大字神城佐野・沢渡

無形文化財 昭和６０．１．２４ 青鬼神社祭典 火切の神事 白馬村大字北城青鬼

天然記念物 平成１．１１．２４
ハクバサンショウウオ生息
地

白馬村大字北城落倉

天然記念物 平成１１．１２．２４ 八方尾根 鎌池湿原 白馬村大字北城八方

有形文化財 平成１３．１２．２０ 大宮神明宮 絵馬 白馬村大字神城三日市場 ２面

有形文化財 平成１３．１２．２０ 大宮神明宮 禁制札 白馬村大字神城三日市場 １面

有形文化財 平成１３．１２．２０ 嶺方諏訪社 絵馬 白馬村大字北城嶺方 ３２面

有形文化財 平成１３．１２．２０
示現山長谷寺 伽藍（本
堂・庫裏・山門）

白馬村大字神城飯森 ３棟

名 勝 平成１３．１２．２０ 示現山長谷寺 庭園 白馬村大字神城飯森

有形文化財 平成１３．１２．２０ 嶺方諏訪社 本殿 白馬村大字北城嶺方 １棟

有形文化財 平成１３．１２．２０ 切久保諏訪社 本殿 白馬村大字北城切久保 １棟

資料：教育委員会
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国・県指定文化財・天然記念物一覧表

指 定 種 別 指定年月日 名 称 場 所 備 考

国 重 要 文 化 財 昭和３０．２．２
神明社 本殿・諏訪
社本殿

白馬村大字神城三日
市場

２棟天正１６年建

国特別天然記念物 昭和２７．３．２９ 白馬連山高山植物帯 白馬村連峰一帯

国重要伝統的建造
物 群 保 存 地 区

平成１２．１２．４
白馬村青鬼伝統的建
造物群保存地区

白馬村大字北城青鬼 面積５９．７ha

県 宝 昭和５２．３．３１ 銅製御正体
白馬村大字神城三日
市場

２面

県 天 然 記 念 物 昭和３９．８．２０ 八方尾根高山植物帯 白馬村大字北城八方

県重要埋蔵文化財 昭和５３．６．１６ 船山遺跡 白馬村大字北城蕨平

資料：教育委員会

《施 策》

① 「有形・無形文化財」「民俗文化財」「記念物」「文化的景観」を保護・保存と紹介を

行います。

② 伝統的建造物群保存地区（青鬼）の保存・環境整備を図ります。

③ 重要文化的景観、民俗技術及びその他文化財の調査を行いその保護に努めます。
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第５章 優れた資源と人を活かした活力ある経済を築く

第１節 アルプスの里観光プロジェクト

１．観光産業

� 観光行政

《現状と課題》

白馬村における観光客数は、オリンピックの開催を契機に回復するのでは、との期待も

空しく、平成４年の３８７万人の入り込みをピークに減少傾向にあり、ここ２年は２７０万人台

で推移しています。

このような状況を打開し、観光振興をさらに進めるため、平成１３年１０月に「白馬村観光

推進本部」を立ち上げました。その後観光連盟と観光推進本部を一本化し「白馬村観光

局」と名称を改め、平成１７年２月には観光局を法人化し「有限責任中間法人白馬村観光

局」として、官民一体となった組織体制を整備しました。

観光局が設立されたことにより、行政が行うべきことと観光局が行うべきことを明確に

し、観光振興・観光推進は観光局が中心となって実施し、行政は観光局の事業が円滑かつ

速やかに展開できるようバックアップする組織としています。

スキー市場の縮小傾向が止まらない中、経済活動の多くをウインターシーズンに依存す

る白馬村の観光において、観光の通年化は必然的な状況です。グリーンシーズンの観光を

推進する上で、冬季とは異なった年齢層・嗜好などに対応するには、今まで以上に上質な

サービスが求められ、あわせてソフト・ハード両面の見直しや研究が必要です。一方、潜

在能力の高い村内のスキー場を活用し、他の地域にはない独自のウインターライフを提供

する環境づくりも重要となります。また、交通網の整備による旅行者の移動範囲の広域化、

ニーズの多様化、高度化などに対応するため、従前の「点」でのアピールを、関係企業や

各機関が協働し「線」「面」での価値創造に取り組むことで「圏域の魅力」を発信し、誘

客と共にサービスレベルの向上を図ることが望まれます。

目的別観光客数 単位：人

年 登 山 ス キ ー 一般観光旅行 合 計
昭和５０年 ７７，０００ １，７１１，２００ ５４５，１００ ２，３３３，３００
５５年 １５１，０００ １，３４８，０００ ６５１，０００ ２，１５０，０００
６０年 ９９，０００ ２，１００，０００ ８１０，０００ ３，００９，０００

平成２年 ８６，０００ ２，５４２，２００ ９５５，５００ ３，５８３，７００
７年 ５１，９００ ２，４８２，６００ １，１１９，０００ ３，６５３，５００
１２年 ９１，３００ １，７８６，２００ １，３８０，９００ ３，２５８，４００
１３年 ９４，０００ １，３５８，７００ １，５８３，０００ ３，０３５，７００
１４年 ７８，６００ １，６９５，０００ １，３０７，０００ ３，０８０，６００
１５年 ６９，８００ １，４６４，０００ １，２３８，４００ ２，７７２，２００
１６年 ６３，８００ １，２５８，８００ １，４０８，２００ ２，７３０，８００

資料：観光国際課

白馬村第４次総合計画
７７

第３編 基本計画



スキー場別スキー客数

上段：最新（平成１６．１２～１７．３）

下段：ピーク（平成４．１２～５．３）

ス キ ー 場 １２月 １月 ２月 ３月 計 比較（％）

白馬さのさか
１，１４５ １６，８０５ ２１，７２８ １９，０３９ ５８，７１７

４９．８
１２，２４２ ４０，９１３ ３８，８２５ ２５，８５６ １１７，８３６

白 馬 五 竜
４３，３８０ １０２，２６０ １０７，０９０ ８８，８７０ ３４１，６００

６４．４
６６，４８４ １６７，０５６ １６４，８４４ １３２，３８２ ５３０，７６６

Hakuba４７
１４，７７９ ４０，９９８ ４３，５２８ ３８，９４３ １３８，２４８

６８．３
２９，７００ ５９，３００ ５５，７００ ５７，７００ ２０２，４００

白馬八方尾根
５１，３１８ １１６，３５２ １４４，５２４ １０１，７５８ ４１３，９５２

３４．０
１３５，２７７ ３５２，８２３ ３７３，９５６ ３５６，６２５ １，２１８，６８１

白 馬 岩 岳
３，１３２ ４８，３４９ ７４，３０７ ５４，７１２ １８０，５００

４４．８
３８，６３９ １２８，５８３ １２４，２３５ １１１，１７６ ４０２，６３３

白馬みねかた
１０６ ２，７０９ ４，０８７ ２，９６１ ９，８６３

４４．５
２，０１３ ６，７１０ ７，４２９ ６，００７ ２２，１５９

白馬ハイランド
４４４ ５，１６５ ５，９２０ ７，１５０ １８，６７９

５１．３
３，７１４ １３，１２８ １０，２３５ ９，３１８ ３６，３９５

合 計
１１４，３０４ ３３２，６３８ ４０１，１８４ ３１３，４３３ １，１６１，５５９

４５．９
２８８，０６９ ７６８，５１３ ７７５，２２４ ６９９，０６４ ２，５３０，８７０

資料：観光国際課

宿泊施設種目別数 平成１６年４月１日現在

区 分 旅 館 民 宿 ペンション ロッジ・
ヒュッテ ホテル 貸別荘 合 計

棟 数 １１８ １７４ ２８３ ７４ ６７ １６ ７３２

収容人数 ６，９１０ ７，０７０ ８，０８２ ４，２７３ ５，０６３ ７４４ ３２，１４２

※白馬村観光局に登録している施設 資料：観光国際課

《施 策》

① 村内事業所における閑散期対策事業を支援します。

② 広域計画に基づき、枠を越えた広域観光を統一的、戦略的及び能動的に推進します。

③ 減少傾向にある登山客の実情を踏まえ、関係者と共に山岳観光の見直しに取り組みま

す。

④ 進化していく情報技術（IT）を利用した観光情報の発信に努めます。
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� 白馬村観光局

《現状と課題》

白馬村観光局は、白馬村と観光事業者（白馬山系の山小屋経営者、旅館業者、索道事業

者、運輸業者、商工業者、山案内人組合、温泉関係者、金融関係者、農協、その他の法人

の目的に賛同する者）が英知を結集し、白馬村の豊かな自然環境を生かしながら、多様化

する観光志向に対応できる環境整備、観光客の誘致、国際観光の推進を行うことにより、

観光関連産業の振興を図り、もって地域経済の活性化に資することを目的とするとともに、

その目的を達成するため各種事業を展開します。

《施 策》

① 白馬村観光局を主軸においた観光振興事業を推進します。

� 長期滞在型観光

《現状と課題》

世界共通でみられた戦後のベビーブームは、日本では「団塊の世代」を生み出し、日本

の人口構成の中でひときわ突出しています。団塊の世代がここ数年のうちに定年退職を迎

え、その人口は１，０００万人を超えると言われています。定年後の余暇を有効に活かすため

のプログラムを求めるシニア層を対象に様々な企画を開発し、長期滞在型観光の確立を進

めます。都会生活が基盤にあり、同時に故郷としての田舎暮らしと家庭菜園の実現、老後

の健康を前提としたリゾートライフの楽しみを併用する長期滞在の可能性を探るものです。

《施 策》

① 長期滞在型観光の確立に努めます（健康環境＋リゾート観光＋家庭菜園）。

② 長期滞在におけるリゾート観光を充実（広域観光）させるために、近隣市町村との協

力体制を強化します。

③ 夏季のシニア学生村、冬季のスキー研修などの滞在型観光に努めます。
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� 海外誘客

《現状と課題》

外国人観光客については、近年韓国、台湾を中心としたアジア各国及びオーストラリア

などからの来訪が増えており、平成１６年には延べ宿泊数で１０，０００泊を超えております。国

においては、訪日外国人旅行者が平成１６年度６００万人を達成（過去最高）しました。さら

に平成１７年度には、２０１０年までに１，０００万人に倍増することを目標にビジット・ジャパ

ン・キャンペーン（VJC）を国、地方自治体及び民間企業などが連携しあい、活発に事業

が実施されております。このような背景のもと、白馬村が真の国際観光地として相応しい、

安心して滞在できる環境づくりの推進と、効果的な誘客事業を進めるため、VJCなどと

の事業連携を図りながらインバウンド事業を積極的に展開します。

《施 策》

① 白馬村観光局及び白馬インバウンド推進協議会などにおけるインバウンド事業の推進

を図ります。

② 外国人旅行者にもわかりやすい案内板を整備します。

③ 海外友好都市との国際交流を推進します。

２．資源の利活用

� 地域の特性を活かす

《現状と課題》

本村には、豊かな自然や心和む美しい田園景観が広がり、これらを「むらごと自然公

園」と唱えています。都市部と農村部を自由に往来・滞在できる選択的居住実現のために

は、美しい棚田保全や地域の活力確保に向けた地域農業の振興をはじめ、生活環境の整備、

自然や景観に配慮した田園環境の整備、さらには地域資源の利活用などを総合的に推進し、

魅力ある資源の保全・充実を図るとともに、観光面などに活かすことが重要です。

温泉や気候風土など特徴的な自然エネルギー資源を活用した新エネルギーを導入するこ

とも検討します。環境負荷の低減を図りながら、安定した経済活動を持続できるよう、エ

ネルギーの安定供給と地球環境保全に配慮した循環型社会を創造していくため、各自治体

において具体的施策の基本となる「新エネルギービジョン」の策定が求められています。
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《施 策》

① 風力、水力発電、雪室などの環境にやさしい自然エネルギーの利活用に向けた研究を

進めます。

② 森林を活用した林業体験や森林の持つ癒し効果を活用した森林セラピー（森林療法）

を推進します。

③ 雪利用による栽培方法の研究と、特産品開発を推進します。

④ 誇れる資源（山岳、里山、歴史、文化、スポーツ）の保存と整備に努め、資源の有効

利用と人材の活用を図ります。

⑤ 地下水資源の利活用について研究します。

⑥ 豊かな温泉の有効活用を図ります。

� 白馬ジャンプ競技場、クロスカントリー競技場

《現状と課題》

白馬ジャンプ競技場は、長野オリンピック招致を前に、平成２（１９９０）年７月から、ラー

ジヒルを長野県、ノーマルヒルを白馬村のそれぞれが事業主体で建設を始め、平成４

（１９９２）年１１月に完成しました。

管理は、長野県から白馬村に委託され、村は索道運転を中心に地元民間会社に委託して

います。県の管理規則では閉場日を定めているものの、観光客に配慮することにより実際

は定休日なしで運行しています。このように管理面は基本的に地元及び現場サイドにあり

ながら、大きくは県の財産であるということから、施設の改善、緊急時の予算組みなどが、

県とその都度話し合いによって調整し進めなければならないなど、観光施設として柔軟性

のある運営ができない弊害があります。大会運営上も、必要な備品調達や施設整備面にお

いて、同様な弊害がみられる現状であり、実際は村が多額の施設投資を行ってきました。

このような中、県は平成１８年度より公募しない施設のひとつとして指定管理者制度の導

入を考えています。白馬村との指定管理者制度へ移行となるものの、細かな詳細などはこ

れからの協議によるものと思われます。今後は白馬村として最大限メリットがある体制作

りを考えていかなければなりません。また併せて、白馬村も施設の管理運営について指定

管理者制度や PFI 事業導入に向け、関係機関との調整が必要となっています。

白馬ジャンプ競技場は、オリンピック直後には、５０万人からの観光客が訪れた村内最大

の観光施設であったものの、観光施設としての位置付けがきちんと出来ないことから、こ

の施設を核としての観光活性化が図られず、施設そのものも、リフト収入以外の収入につ

なげる方策の無いまま推移し、リフト収入も年々減少しています。

本村観光の今後進んでいくべき方向として、この施設を単に体育施設と位置付けるので
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《施 策》

① 大会を開催し、観光活性化に繋がる体制を確立します。

② 観光の拠点として、誘客・宣伝・周知の方策を講じ、観光活性化に繋がるよう努めま

す。

③ 企業・各種団体に有効利用してもらうことにより、地域の活性化の向上をめざします。

３．観光と農林業の連携

《現状と課題》

本村は、稲作主体の農業形態ですが、今後の農業経営の安定化を図る上でも、観光産業

への活用は不可欠です。

また、森林未整備による自然景観への影響が懸念され、観光資源としての活用により森

林整備を推進させることが必要です。

こうした状況を踏まえ、地産地消や特産品の開発、滞在型観光に繋がる体験プログラム

や農地利用が求められています。

はなく、誘客につながる拠点的観光施設として位置付け、国際大会の開催はもとより、一

般観光客も集客できる体制について再度検討し、地域や宿泊施設などと連携した積極的な

利活用方策を講じていく必要があります。

ワールドカップ・全日本選手権などの大会を継続するため、経費を圧縮した大会運営を

めざし、今後の継続開催に向け努力しているところです。

クロスカントリースキー競技場は、村が事業主体となり建設し、平成８（１９９６）年１２月

に完成しました。愛称を募集し、暖かく自然な曲線をイメージした「スノーハープ」が選

ばれました。

施設のメイン会場については、オリンピック後の利用促進を考え、多目的に使用できる

広場として全面的に芝生を敷き詰めています。

しかし、競技ルールに忠実に従い、自然環境の保全に徹底した結果、排水路の蛍の繁殖

など以外は、特にコースの利用にかなりの制約があり、当初考えていたような利用にはつ

ながらず、思うように活かせない状況があります。結果、施設からあがる収入は管理にか

かる費用には遠く及ばないものであり、今後の管理運営形態・利用形態について、指定管

理者制度も含め検討を要するものとなっています。
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米の作付面積及び収穫量

年 面 積（ha） 収穫量（ｔ）

昭和３５ ７９９ ３，１６０

４０ ８３６ ３，０５０

４５ ６８８ ３，８３０

５５ ６３２ １，７００

６０ ６２０ ３，４００

平成２ ４８９ ２，６４０

７ ５１２ ２，９００

１２ ４３５ ２，７３０

１３ ４３０ ２，７３０

１４ ３８３ ２，４１３

１５ ３５７ １，９９８

１６ ４０７ ２，５７０

資料：産業課

専業・兼業別農家数

地区 年
国勢調査
世 帯 数

農 家 数
専 業 農 家 兼 業 農 家

農 家 数 専 業 率 農 家 数 第 １ 種
兼 業

第 ２ 種
兼 業

神城

S４０年
５０年
６０年
H２年
７年
１２年

５９３
６１６
６６０
７４８
８３９
８６８

５２３
５０４
４７０
４０２
３３５
２６２

３７
１４
１６
８
１０
１２

７．１
２．８
３．４
２．０
３．０
４．６

４８６
４９０
４５４
３９４
３１８
２５０

２９５
９０
３３
１２
１０
１５

１９１
４００
４２１
３８２
３０８
２３５

北城

S４０年
５０年
６０年
H２年
７年
１２年

９４１
１，０７０
１，６３７
１，７９６
２，１２５
２，４７１

６５５
６２０
５８６
５０４
４６３
３１４

３３
１０
１６
１２
１３
２０

５．０
１．６
２．７
２．４
２．８
６．４

６２２
６１０
５７０
４９２
４５０
２９４

３６４
６０
３９
６
２７
２０

２５８
５５０
５３１
４８６
４２３
２７４

全村

S４０年
５０年
６０年
H２年
７年
１２年

１，５３４
１，６８６
２，２９７
２，５４４
２，９６３
３，３３９

１，１７８
１，１１４
１，０５６
９０６
６６６
５７６

７０
２４
３２
２０
２４
３２

５．９
２．１
３．０
２．２
３．６
５．６

１，１０８
１，１００
１，０２４
８８６
６４２
５４４

６５９
１５０
７２
１８
３６
３５

４４９
９５０
９５２
８６８
６０６
５０９

資料：産業課
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H１７．４．１現在

私 有 林

総 数

立 木 地
無立
木地

総 数 人 工 林 天 然 林

総 数 針葉樹 広葉樹 総 数 針葉樹 広葉樹 総 数 針葉樹 広葉樹

８，６５１ ８，３０９ ２，１７７ ６，１３２ １，９９８ １，９９７ １ ６，３１１ １８０ ６，１３１ ３４２

資料：産業課

森林整備の状況
（単位：ha）

村総面積

森 林 面 積 総 計

国 有 林
民 有 林

合 計 公 有 林 私 有 林

１８，２３４ ５，２３５ １０，６５１ ２，０００ ８，６５１

《施 策》

① 地産地消を観光局事業と連携して推進し、観光産業への活用、農業経営基盤の安定化

を図ります。

② 市民農園制度を活用して、自家用野菜などの栽培を目的に小面積の農地を利用するこ

とができる仕組みを取り入れます。これにより農業体験の場を広げ、長期滞在型観光

資源としての活用を図ります。

③ 農業体験プログラムの充実により、グリーンツーリズム※１を推進します。

④ 関係機関と連携して水稲以外の農産物や特産品の栽培と開発をさらに進め、より収益

に繋がる販売促進を行ないます。

⑤ 除伐・間伐など森林整備をさらに進め、森林の保全と美しい景観づくりに取り組みま

す。

※１ 都市住民が農山漁村に滞在し，地域の自然や文化，人々との交流を楽しむ余暇活動。
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第２節 元気の出る農業プロジェクト

１．農業振興

《現状と課題》

わが国の米政策は、国主導の生産調整から生産者主体の自主的な生産に移行すべく、

「米政策改革大綱」に基づき平成２２年度までに農業構造の展望と米作りの本来あるべき姿

の実現に向け、関係者の創意工夫を発揮しつつ積極的な取り組みが必要になっています。

本村においては、平成１６年度に「白馬村水田農業ビジョン」を策定、産地づくり交付金を

活用し、担い手支援や水田を有効利用したそば、野菜などの作物の産地づくりを行ないな

がら、農業の振興に努めてきています。

農業従事者の高齢化や後継者不足による遊休荒廃地化は深刻な問題であり、今後さらに、

担い手や集落営農による農地の流動化と経営安定化対策を推進する必要があります。

平成１０年度に白馬産の自主流通米からカドミウム濃度０．４２ppmが検出され、以後、対

策区域を設定し、安全性の確認と吸収抑制試験などを実施してきていますが、抜本的な対

策が図られていない状況下です。関係機関団体と連携を図りながら、吸収抑制効果のある

施策を推進する必要があります。

有害鳥獣による農作物の被害は近年多種に渡り、その被害も拡大する中、駆除とともに

被害を未然に防ぐ対策が望まれています。

《施 策》

① 営農支援組織の充実により、効率的な農地の流動化を図ります。

② 集落営農組織・担い手の育成と支援体制の充実により、遊休農地の解消と農業経営基

盤の安定化を推進します。

③ 優良農地を確保するため、基盤の維持管理を図ります。

④ 県営中山間総合整備事業による基盤整備などを行ない、この事業を完遂させます。

⑤ 中山間地域における直接支払制度の活用を行います。

⑥ 新規就農者の育成と支援を行ないます。

⑦ 国、県、大学などの関係機関と連携し、白馬産米の調査及びカドミウムの吸収抑制の

研究を進め栽培管理指導を行います。

⑧ 有害鳥獣駆除対策をさらに進め、農作物の被害防止に努めます。

⑨ 牧場の優良飼料を確保するため、草地整備改良を支援します。
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第３節 起業支援プロジェクト

１．商工業

� 白馬商工会との連携

《現状と課題》

白馬村の商業は、商店数・従業員数・商品販売額とも、平成９年度をピークに減少傾向

にあります。観光客の激減、村内外の大型店への消費の偏りなどが要因であり、長引く観

光産業の低迷の中、抜本的な商業の活性化を図る打開策が中々見つからない状況です。観

光消費額の伸びを期待し、白馬商工会と連携し、地産池消による特産品の開発を積極的に

進めるなど、安定した経営基盤の確立、中小店舗の不安解消に努めます。

工業においても、オリンピック開催時期を境に、建設・建築業界の受注高の激減が続い

ており、倒産する企業もでてきています。公共事業などが増加する要素はなく、他業種へ

の参入を検討する村内企業を支援します。

《施 策》

① 経営指導・中小企業支援制度の充実と強化を図ります。

② 地元卸売業者、小売業者の安定経営への取り組みをします。

③ 商店街などの地域活性化事業を支援します。

� 商工業者への支援資金

《現状と課題》

融資制度については、白馬村が村内４金融機関に預託金を配分し、その３倍相当額を限

度額として村内企業などへの融資を実施し、融資にともなう保証料を負担しています。こ

こ数年の利用状況は、不況による体力の低下からか減少傾向にあります。今後の景気動向

とそれにともなう村内企業の事業の展開に基づき、企業投資、生産力増加投資、設備投資

などが予想される中、時代に対応した制度の拡充と融資枠の拡大を図ります。

《施 策》

① 託金の増額及び融資枠を拡大します。
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� 雇用対策

《現状と課題》

長引く景気の低迷により村内の雇用は厳しい状況にあり、このことが本村人口における

社会的要因の減少を導いています。

このような状況において、元気で活力に満ちた暮らしを実現するためには、高齢者や障

害者にかかわらず、誰もが生涯にわたり生き生きと働くことのできる労働環境の整備が求

められています。

今後は、雇用の安定化を図るため労働・雇用状況を把握するとともに、対策について検

討・協議します。

《施 策》

① 広域的な雇用対策に取り組みます。

② 白馬村の地域特性を活かした雇用促進を研究します。

２．新たな産業の模索

《現状と課題》

観光産業が低迷している中、新たな産業構造の構築による経済基盤の安定化が必要です。

自然環境に配慮し、既存の産業との融合を視野に入れながら、新たな企業の参入につい

て研究を進め、地域の活性化に資することが必要となります。

《施 策》

① 地域の特色を活かした産業の先進事例に関する情報収集や情報提供を行います。

② 夏季スキー場を利活用した新産業・新事業の展開を支援します。

③ 地元企業の他事業への参入を支援します。

④ 企業誘致可能な産業、立地条件を研究し、白馬の自然環境にあった企業誘致をめざし

ます。その際には、受け入れのための優遇施策を検討します。

⑤ 研究機関・団体との連携協力により、環境共生型社会実現に向けての各種産業（食料、

環境、資源エネルギー、健康など）の振興を進めます。

② 融資制度の拡充に努めます。
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第６章 住民と行政が協働し開かれたむらをつくる

第１節 住民参画プロジェクト

１．住民参画と協働※１

《現状と課題》

これまでの行政主体の村づくりでは、住民が村づくりに関心を持ちにくくなるだけでな

く、住民の協力が得られないために十分な成果が得られていないものもあります。特に近

年においては、コミュニティや地域福祉活動など、地域住民の主体的な活動なしでは実現

が難しい課題が増えてきています。

個性的で魅力ある村を創り上げていくためには、「自分達の村は自分達の手で」という

基本理念が重要であり、地域に暮らす人々が地域の中で村づくりに参画していくことが重

要となっています。また、住民と行政、コミュニティが交流を密にしながら、村づくりに

対する共通認識を持ち、パートナーシップによる村づくりを進めていくことが重要となり

ます。

このような住民の多様な要望に応えていくためには、行政過程に対する住民参加と、そ

れらに応える職員の資質向上、各種の審議会・委員会への参加や、村長への手紙・ファッ

クス、行政相談、事業説明会など住民参加を念頭においた行政手法が重要となります。ま

た、住民が村づくりの原点に立ち、住民の創意工夫が活かされ、住みたくなる村づくりを

進めるため、村づくり活動やボランティア活動に取り組みことができる支援体制の整備な

どが課題となります。

村政への村民参加を促進し、行政と住民との協働による村づくりを実現していくために

は、行政問題など様々な情報を提供し、住民との情報の共有化を一層進めていかなければ

なりません。今後は、村の行政施策全般にわたり、村民ニーズの迅速かつ的確な把握に努

めるとともに、村民と行政の相互理解の促進や一層の村民との対話の推進が求められます。

平成１７年１１月現在でのNPO法人認証団体数は９つ、その他に各種のボランティア団体

があり、福祉、まちづくり、環境、スポーツなど様々な分野で活動の広がりを見せていま

す。こうした団体を中心としたNPO活動などは、今後ますます増加していくことが予想

されます。

しかし、現状ではNPOのほとんどが人材や活動資金の不足、事務機能が整備された活

動拠点がないこと、団体の活動が中々市民に伝わっていないなど、様々な課題を抱えてい

るほか、団体相互の情報、交流の場がないことによる団体間の協力関係が構築できないな

どの課題があります。

NPO活動が継続し、発展していくためには、活動の中心を担う人材育成や、自らの活

動目標や意義、活動の自己評価を社会に向けて積極的に発信するなどの環境整備も必要で

す。
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《施 策》

① 住民提案制度を確立し、地域づくりの立案から実施・運営に至るまで、積極的な住民

参画を促進する体制づくりを進めます。

② NPO法人、ボランティアなどの住民活動を通じた村づくりへの参加、参画、協働を

進めるための支援や情報提供など取り組みやすい環境を整備します。

③ 住民、企業など、行政の協働による村づくりを推進します。

④ 委員会、審議会へ「公募」による住民参画の機会の拡充に努めます。

⑤ 情報公開を進める開かれた行政を推進するため、広報などを積極的に活用した行政情

報の提供に努めます。

⑥ 村民が地域や村の行事に積極的に参加するよう促します。

⑦ 情報公開条例に基づいた制度の適正運用を行います。

村は、このような環境整備という側面的な支援の観点から、情報・活動機会の提供など、

より包括的な支援・促進策を実施していく必要があります。

※１ 協働とは、地域には本来、地域の課題を自分たちで解決し、決定していく機能が備わっています。

地域の一員として、お互いが快適に暮らすためのルールや仕組み（道普請、環境の美化や保全、資

源の運営、相互扶助など）が、昔からごく普通に機能していました。しかし、高度経済成長期を境

として、公共空間の管理をはじめ地域の課題解決も、行政への依存傾向が強まり、同時に地域にお

のずから培われてきたルールや仕組みも、個人の価値観の多様化などから、その機能が縮小してき

ました。そのため、住民と行政が、役割と責任を担い合い、お互いの能力を発揮しながら、公共の

課題の効果的な解決に向け、連携・協力することをいう。
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２．コミュニティ計画

《現状と課題》

社会環境、生活環境、生活様式の急激な変化に伴い、核家族化、地域連帯感の希薄化な

どの社会現象が生じてきました。本村も急激な都市化のため、地域連帯感の希薄化など、

あらためてコミュニティのあり方が問われています。

本村は、古くからの行政区を中心としてまとまりを持ち、コミュニティを形成してきま

した。また行政的にも、区を単位として末端行政事務の一部を依頼し、相互信頼と協力と

いう関係を築いています。「集落」は、それぞれがある程度の距離をおいた家屋の集合体

でありましたが、主要道路沿いを中心に近年は区切りがつけられないほど混在化が進むと

ともに、多様な価値観のもと、都会的生活習慣の持ち込み、生活意識や社会環境の変化に

より、古くからの基本的なコミュニティである行政区へ加入しないなどの変化が生じてい

ます。

一方、新しい行政区では、当初はこれらの理由から結束力のない時期も見受けられまし

たが、徐々にまとまりを見出しています。行政区を単位としたコミュニティのあり方は今

後も本村にとって重要なことであり、各種行事への積極的な参加と、同じ地域としての新

たな郷土愛をさらに醸成する必要があります。

本村では、行政区が２９地区あり、平成１６年１１月に実施した調査では、３，５５５世帯のうち、

９８８世帯が行政区に加入しておらず、行政区加入率は７２％となっています。このような状

況からも、旧来からの村民と新しく村民となった人々の交流や、地域の連帯意識づくりが

大切であり、時代にあった地域コミュニティの形成と活動の推進を支援していく必要があ

ります。

今後は、あらゆる行政施策の中で、行政と住民との相互理解と協力は不可欠であり、「協

働」を推進するためには、公平性の観点からも行政区加入率向上に努めなければなりませ

ん。

《施 策》

① 行政区の見直し、区の組織体制や行政との係わり方を再検討するとともに、組織間の

連携を促進し地域活動の活性化を地区と相談しながら進めます。

② 行政区への加入率が向上するような魅力ある地域づくりを支援します。

③ 地域コミュニティづくりの事例を研究し、優良事例を広報などにより紹介します。

④ 地域の伝統行事などを守り、地域の特性を活かしたスポーツ大会、各種行事の開催を

促します。
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３．男女共同参画社会の実現

《現状と課題》

男女が社会の対等な構成員として、自らの意志によって社会のあらゆる分野における活

動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利

益を享受することができ、かつ共に責任を担うべき社会にするため、平成１１（１９９９）年に

男女共同参画社会基本法が施行されました。

これにより、女性の社会活動への参加意識の高まりや職業を持つ女性が増加し、制度の

整備や計画が策定されるなど、女性の社会参画の重要性が理解されてきています。

しかしながら、本村の現状を見ると、行政や住民生活の様々な分野・組織では、依然と

して男性中心の社会・組織となっている実態です。住民の意識や社会慣習の上では性別に

よる固定観念が残っており、真の男女平等社会の実現のため、政策決定の場への参画や雇

用における格差の解消、社会慣行の改革が求められています。

このため、本村においても性別によるすべての差別を受けず、男女の人権が尊重される

地域社会づくりが望まれており、住民や事業所に対する啓発活動を推進しながら男女平等

参画を促進します。

《施 策》

① 職場、家庭、地域において男女が共に活躍し、次代を担う子どもを育むことができる

社会の実現を図るため、行政面では委員会・審議会への均衡のとれた登用を積極的に

図ります。また地域では事業所・コミュニティ・家庭・教育の場で、共に働きやすい

社会をつくるための啓発活動を行って、女性の自律した活動を支援します。

② 男女共同参画社会づくり計画の策定と、男女共同参画条例の制定に向けて取り組みま

す。
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第２節 無駄を省いた健全行財政プロジェクト

１．行政計画

《現状と課題》

本村は、社会経済情勢の悪化や国の行財政改革による補助金の抑制及び地方交付税の削

減などに伴い、非常に厳しい財政運営を強いられています。また、「地方分権の推進を図

るための関係法律の整備等に関する法律」の公布により、これまで以上に地方自治確立に

対する責任が求められています。

こうした状況に対応するため、国は向こう５年間の行政改革を定める「集中改革プラ

ン」の策定を義務付けました。これらを実行することにより、効率的で健全な行財政運営

を図り、その適正化に努めなければなりません。また、地方公共団体には、「自己決定・

自己責任」の原則のもと、地域における行政を、自主的かつ総合的に実施するという役割

を担うことがますます期待されているところです。

今後も厳しい財政状況を認識し、経費の節減や適正な受益者負担のあり方の検討及び補

助金・地方交付税・税源移譲の「三位一体改革」の適正な推進により、財源の確保に向け

た対応が必要となっています。

時代・社会の変化や自治体を取り巻く様々な状況の変化を踏まえ、これまでの村の仕事、

事務事業についての現状と課題を認識し、その必要性、効果・有効性、成果、効率性など

の視点から、客観的に検証、評価し、仕事の仕組み、進め方の改善など以後の行政運営に

反映させる「事務事業評価制度」にも取り組んでいかなければなりません。

本村の地籍調査事業は、昭和６３年度より南に位置する佐野地区から着手し、これまで５８２

ha の調査が完了しています。当初計画では、２５年程で平地部分が終了する予定でしたが

大幅に遅れたペースで進んでおり、現在の進行状況では、地籍調査が終了するまで３０年程

かかるものと予想されます。

地籍調査の成果を活用する意味においても、進捗率を上げ早期完了をめざします。

《施 策》

① 行政改革の具体的施策の見直しを随時実施し、より現実的・効率的な改革に努め、地

方分権時代に対応した行政運営を推進します。

② 職員の定員適正化計画に基づいた人員配置と減員へ対応できる人材育成を進めます。

③ 組織・事務事業の見直しと、効率的な行政運営計画を樹立します。
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２．広報公聴

《現状と課題》

本村では、「広報はくば」「議会だより」の発行や、各種広報物の配布、インターネット

のホームページを活用した情報提供に取り組んでおり、今後は、より身近で親しみのある

情報提供手段が確立されることから、これらを活用した広報・公聴の充実を図る必要があ

ります。

現在、村民ニーズの把握や反映などのため、地区懇談会や各種団体との懇談会などを実

施していますが、村民に対し村政への関心と参加意識を促すとともに、広く村民の声を的

確に受け止める体制を充実させていく必要があります。また、ITの進展に対応し、イン

ターネットなどを活用しながら、村政運営に民意を反映させていく体制づくりを行う必要

があります。

これまでのように様々な村民ニーズに行政が応える行政運営でなく、村民と行政が協働

で村づくりを進めることが大切です。そのためには、村民と行政が情報を共有し、相互の

理解を深めていく広報・公聴活動は大変重要な役割を果たします。

※１ 指定管理者制度とは、これまで、公の施設の管理を自治体が外部に委ねる場合は、相手先が村の
出資法人や公共的団体などに限られていたが、指定管理者制度の導入により、村議会の議決を経て
指定された民間事業者を含む幅広い団体（指定管理者）に委ねることができる制度をいう。

※２ PFI は直訳すれば、民間資金主導型の手法であり、従来公共部門が提供していた公共サービスを
民間主導で実施することにより、設計、建設、維持管理・運営に民間の資金とノウハウを活用し、
効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方をいう。

※３ 事業評価制度とは、村が実施している事務事業について、「村民のニーズを捉えたものになってい
るか」「目的達成のために役立っているか」「無駄なく行っているか」などを点検することにより、
事務事業の問題点を発見し、今後どのように改善するかを明らかにする仕組みのことをいう。

（a）指定管理者制度※１の導入に伴い、それぞれの施設にふさわしい管理者の選定をしま

す。

（b）PFI※２による公共事業導入の方策を研究します。

（c）事業評価制度※３を導入し、各種事業の目標設定と数値指標化による効果測定によっ

て評価し、広報などにより周知します。あわせて住民参加型の事業評価制度につい

ても研究します。

（d）地籍調査事業は、進捗率を上げて早期完成をめざします。
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《施 策》

① 各種広報は全村民の基礎情報であるので、正しくわかりやすい広報紙づくりに努める

とともに、配布方法について地区役員とともに検討します。

② 情報通信の活用できる場所と機会を提供するとともに、情報通信技術を活用し情報の

共有に向けたシステムに対応できるよう普及に役立てます。

③ 広報無線放送により行政情報、防災情報が受信できる個別受信機の普及を進めます。

④ 白馬村行政ホームページの充実を図るとともに、多くの村民が利用できるよう普及の

ための啓蒙を図ります。

⑤ 行政懇談会の開催方法を検討するなど、住民の意見を聴く機会の創出に努めます。

３．財政計画

《現状と課題》

� 地方財政をとりまく状況

現在、国・地方を合わせると約７７０兆円もの借金があるといわれており、これは、一年

間の国民総生産額の１．５倍にも匹敵する膨大な金額であります。しかも、加速度的に増大

し、このままでは、１，０００兆円を超えることは避けられない状況です。

そこで、国では、郵政民営化につづく最大の政治課題を「財政再建」と位置付け、巨大

な債務の縮減を急務とし「改革」の名のもと、政策を掲げています。

国の一般会計歳出総額に占める割合でみると、地方交付税をはじめとする地方財政に対

する支出は、社会保障費に次いで大きいものであり、その見直しを大きな柱とする「三位

一体の改革」が進行中です。これは、交付税見直しのほか、国庫補助金の削減、地方への

税源移譲を一体として行うことを意味し、国では、地方の裁量度を高め自主性を大幅に高

める改革であるとしています。しかし、人口が１万人に満たない自治体の現実は、国庫補

助の削減に見合う収入が確保できず、交付税の一方的な見直しによる交付額の大幅減に見

舞われ、財政面において、かつてない危機的状況に追い込まれています。

今後も地方自治体に対する国の「風当たり」は強くなることが予測されるものの、この

ような厳しい状況下で、少子・高齢化社会の進行にともなう地域福祉施策への対応、地域

経済の活性化対策など、住民生活に対する責務はますます大きくなっています。それらを

実施していくためには、何よりも「財政健全化」が求められており、地方自治体共通の緊

急課題といえます。
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� 白馬村の財政状況と課題

【財政規模と公債費】

第３次総合計画後期計画期は、五輪会場地として大型プロジェクトが集中し、財政規模

が最大１１２億円まで増大した前期に比較すると減少傾向に転じ、６０億円台を推移しました。

この５年間は、小学校体育館、プール、校舎増築と義務教育施設の整備とともに、大出都

市公園整備に着手するなど、文化・教育面充実への投資が目立ちました。

事業遂行にともなう地方債の動向は、地方債残高で、平成９年度の１１８億円をピークに

減少し、１６年度末には８２億円となり、年度ごとの公債費も平成１５年度までの１４億～１５億円

台から、１７年度は１１億円台に減ってきており、今後とも減少していきます。

こうした数字では、地方債に対する負担は一見順調に軽減されているかに見えますが、

後述の一般財源の落ち込みによる標準財政規模の縮小に加え、交付税措置の少ない地方債

の占める割合が増加しており、償還に対する純粋な負担度をあらわす起債制限比率は、単

年度で長らく推移した１２％台から１３％台へと上昇し、平成２０年度には県の指導基準となる

１４％を突破する見込みです。公債費は減少しているものの、財政の負担感は増していくと

いう状態の進行が予測されます。

【財政の硬直化と一般財源の減少】

財政構造の弾力性を示す経常収支比率（経常的な収入に対する経常経費の割合）は、一

般的に７５％を超えると硬直化のはじまりと言われています。本村は、平成１５年度まで７５％

前後でしたが、１６年度決算において８０．８％と一気に上昇し、公債費のほか、各種施設の維

持管理などの経常経費への支出に追われ、臨時的な財政需要に対する財政適応力が低下し

ている状況が数字にあらわれています。

公債費負担と財政硬直化の大きな要因に、一般財源の減少があります。

国の三位一体改革の影響により、地方交付税は縮小方向に見直されています。普通交付

税はこの２年間（平成１５年－１７年）で３億９，０００万円もの大幅な減額（臨時財政対策債を

含む。）となっており、このような急激な変化は、交付税依存度の高い小規模町村には大

変な打撃で、財政運営に多大な困難を引き起こしています。

一般財源のうち、自主財源の柱である村税も平成９年度の２３億円をピークに減少の一途

をたどり、１６億円余りにまで税収が落ち込みました。景気低迷、スキーをはじめとする観

光人口の減少、土地評価の下落などの要素が影響、今後しばらくは上昇カーブに転じるこ

とが考えづらい現状です。また、長年の課題である累積した税の滞納解消への取り組みも

様々な方策により行っているものの、その効果はあらわれず、平成１６年度末には９億円を

超えています。

【基金の状況】

基金については、財政調整基金・減債基金合わせて約６億５，０００万円（平成１６年度末）
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です。ここ２年間で約２億４，０００万円を財政運営へ繰出しています。当然のことながら、

基金は緊急的な財政需要に備えるための蓄えであり、基金に頼らぬ財政運営が喫緊の課題

となっています。

【今後の財政展望】

三位一体改革をはじめ、国の地方財政対策の行方が明確に示されない中、予測は非常に

困難なものの、地方交付税の縮小・見直し、税収の減少傾向がしばらく続くという条件下

で今後５年間を推計すると、まさに正念場の期間になると予測されます。

大変厳しい状況である平成１７年度を基準として、基金の繰入れ以外の主な一般財源を予

測すると、普通交付税は、国の見直し方針による縮小のうえ、地方債の交付税措置が大き

く減ります。また村税も、地価の下落傾向に歯止めがかからない現状などから、固定資産

税において税収減は避けられない見通しです。

これらの状況を勘案していくと、一般財源は６億円前後減る恐れがあり、一方、現在歳

出で予測可能な公債費及び公債費に準じる支出の減は４億円弱にとどまる見込みです。こ

れは、公債費など以外の支出に充てることができる歳入が、２億円以上減少することを意

味します。さらに、基金繰入れを見込んでいる現在の財政運営の状況を加味すると、減少

幅は広がります。

現在、下水道事業など他会計に対し約４億６，０００万円（平成１６年度実績）を一般会計か

ら繰出していますが、下水道事業会計における起債償還費が今後ピークを迎えること、高

齢化の進行に伴い、広域で実施している介護保険にかかる費用の増加が予想されること、

などの理由から、繰出金の増加は避けられないと予想されます。

財政指数など推移表

年 度

区 分

平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度

前年比
％

前年比
％

前年比
％

前年比
％

前年比
％

前年比
％

決算規模（千円） ６，８５５，０４４▲ ６．１ ９，５２４，４２５ ３８．９１１，２７０，６８４ １８．３ ８，０２０，１０５▲２８．８ ６，２８３，６８５▲２１．７ ６，５７６，５４２ ４．７

実質収支（千円） ５２，７２４▲１７．１ ５４，０７３ ２５．６ ４６，１０９▲１４．７ ５７，５５１ ２４．８ ６０，６３４ ５．４ ６３，９３６ ５．４

経常収支比率（％） ７４．６ １７．７ ８０．６ ８．０ ７２．９▲ ９．６ ７１．６▲ １．８ ７２．６ １．４ ７３．２ ０．８

基準財政需要額（千円） ２，６７６，２８３▲ ８．１ ２，９４９，１６０ １０．２ ３，１０４，５８０ ５．３ ３，２９９，８４７ ６．３ ３，４８８，５２２ ５．７ ３，６０１，４１３ ３．２

基準財政収入額（千円） １，８４４，４００ ９．１ １，８９９，２３０ ３．０ １，９１０，６１３ ０．６ １，９９９，２４９ ４．６ ２，０２２，４８８ １．２ １，８６５，６３９▲ ７．８

普通交付税額（千円） ８３３，７８７▲３１．４ １，０４６，９９０ ２５．６ １，１９３，９６７ １４．０ １，３１５，２４０ １０．２ １，４６３，８３１ １１．３ １，７３３，８８４ １８．４

財政力指数 ０．６３３▲ ０．８ ０．６３６ ０．５ ０．６２７▲ １．４ ０．６２２▲ ０．８ ０．６００▲ ３．５ ０．５６８▲ ５．３

標準財政規模（千円） ３，２６９，９１８▲ ５．２ ３，５５６，１９０ ８．８ ３，７１７，１５４ ４．５ ３，９５５，９４４ ６．４ ４，１３５，３２１ ４．５ ４，１９５，０７１ １．４

起債制限比率（％） １１．２ ０．９ １１．８ ５．４ １２．１ ２．５ １２．１ ０．０ １２．３ １．７ １２．５ １．６

公債費負担比率（千円） １６．０ ３３．３ １６．０ ０．０ １８．１ １３．１ ２０．３ １２．２ ２６．４ ３０．０ ２７．１ ２．７

当年度借入額（千円） １，５５２，２００▲２２．２ ２，０３２，２００ ３０．９ ２，３７５，８６５ １６．９ １，５７８，５３５▲３３．６ ３７３，７００▲７６．３ ４６４，９００ ２４．４

当年度元利償還金（千円） ７１２，５２５ １９．９ ７１０，１７１▲ ０．３ ９３５，８９３ ３１．８ １，１０１，５５９ １７．７ １，５１７，６６５ ３７．８ １，５５２，１７２ ２．３

地方債現在高（千円） ７，３８６，２８５ １９．７ ９，０５６，６４０ ２２．６１０，８８０，４４４ ２０．１１１，７７３，４３８ ８．２１１，０３５，４５４▲ ６．３１０，３１７，０２３▲ ６．５

積立基金現在高（千円） １，７６５，４４８ ７．４ １，３２６，７２８▲２４．９ １，１１５，１４３▲１５．９ １，３２５，９６４ １８．９ １，２５５，８５１▲ ５．３ １，１４５，３３２▲ ８．８

年度末人口（人） ９，０５７ １．３ ９，２３１ １．９ ９，３７５ １．６ ９，４２２ ０．５ ９，４８６ ０．７ ９，５２８ ０．４

９６



年 度

区 分

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

前年比
％

前年比
％

前年比
％

前年比
％

前年比
％

決算規模（千円） ６，６２９，５３２ ０．８ ６，８２４，７３３ ２．９ ６，２４１，１２７▲ ８．６ ５，９１２，８０３▲ ５．３ ５，４７１，６３７▲ ７．５

実質収支（千円） ２８，３４２▲５５．７ ２８，３７５ ０．１ ６６，９９０ １３６．１ ６１，２４４▲ ８．６ ５７，７１１▲ ５．８

経常収支比率（％） ７４．６ １．９ ７６．２ ２．１ ７４．３▲ ２．５ ７４．４ ０．１ ８０．８ ８．６

基準財政需要額（千円） ３，６３８，９０５ １．０ ３，６５１，６８０ ０．４ ３，５１１，７５２▲ ３．８ ３，２７６，１２３▲ ６．７ ３，０９４，５１７▲ ５．５

基準財政収入額（千円） １，７７４，３９３▲ ４．９ １，７４４，４０５▲ １．７ １，６９９，４３６▲ ２．６ １，５６６，４９８▲ ７．８ １，５７３，９３８ ０．５

普通交付税額（千円） １，８８０，６４８ ８．５ １，９０４，５７０ １．３ １，８１０，１５５▲ ５．０ １，７１３，３５０▲ ５．３ １，５２０，５７９▲１１．３

財政力指数 ０．５２９▲ ６．９ ０．４９５▲ ６．４ ０．４８３▲ ２．４ ０．４８０▲ ０．６ ０．４９０ ２．１

標準財政規模（千円） ４，２１９，２６０ ０．６ ４，２０２，６１７▲ ０．４ ４，０４７，６２９▲ ３．７ ３，７７１，８６９▲ ６．８ ３，５８７，９１２▲ ４．９

起債制限比率（％） １２．６ ０．８ １２．６ ０．０ １２．５▲ ０．８ １２．５ ０．０ １２．７ １．６

公債費負担比率（千円） ２５．５▲ ５．９ ２７．３ ７．１ ２８．５ ４．４ ２８．１▲ １．４ ２６．７▲ ５．０

当年度借入額（千円） ６７４，４００ ４５．１ ６０４，４００▲１０．４ ７８４，３００ ２９．８ ８７５，６００ １１．６ ５９２，９００▲３２．３

当年度元利償還金（千円） １，３９６，６３２▲１０．０ １，４５６，０２３ ４．３ １，４４０，００２▲ １．１ １，４０１，９３８▲ ２．６ １，２２０，７３６▲１２．９

地方債現在高（千円） ９，９１８，９２６▲ ３．９ ９，３５９，９９７▲ ５．６ ８，９６３，７０４▲ ４．２ ８，６６２，７５４▲ ３．４ ８，２３３，０３０▲ ５．０

積立基金現在高（千円） １，１７９，２１５ ３．０ １，１９１，５０４ １．０ １，１３６，７８０▲ ４．６ １，０６４，１２２▲ ６．４ ８７１，９９５▲１８．１

年度末人口（人） ９，５２５ ０．０ ９，５４４ ０．２ ９，５４１ ０．０ ９，５５２ ０．１ ９，５１７▲ ０．４

資料：総務課

白馬村財政状況試算表 （単位：百万円）

区 分 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

総

額

歳 入 （A） ６，８７４ ６，２４１ ５，９１３ ５，４７２ ４，９１９ ４，９５２ ４，５１０ ４，３４４ ４，２３２ ４，１６９

市町村税 １，８８６ １，８１２ １，７００ １，６６３ １，５９０ １，４８０ １，４６０ １，４３４ １，３７７ １，３２０

分担金等自主財源 ５８０ ５５６ ５０２ ６２７ ５１０ ５８４ ４７０ ４７０ ４２０ ４２０

地方交付税 ２，２４６ ２，１１５ １，９３４ １，７２９ １，７１０ １，５８０ １，４９５ １，３５５ １，３５０ １，３４４

国・県支出金 １，２２４ ６９８ ６２０ ５４１ ４２３ ３２８ ４１０ ４１０ ４１０ ４１０

地方債 ６０４ ７８４ ８７６ ５９３ ３７０ ６２７ ３５０ ３５０ ３５０ ３５０

譲与税等依存財源 ３３４ ２７６ ２８１ ３１９ ３１６ ３５３ ３２５ ３２５ ３２５ ３２５

歳 出 （B） ６，８０３ ６，１７０ ５，８４４ ５，４１４ ４，８６２ ４，９０２ ４，４６０ ４，２９４ ４，１８２ ４，１１９

義務費 ２，４３０ ２，３８７ ２，３８３ ２，２２０ ２，１５９ １，９９１ １，８７６ １，７８６ １，７７７ １，７２５

人件費 ８７１ ８４２ ８４８ ８５５ ８１７ ８００ ７８５ ７６５ ７６５ ７６０

扶助費 １０３ １０５ １３３ １４４ １５４ １５５ １６０ １６５ １６５ １６５

公債費 １，４５６ １，４４０ １，４０２ １，２２１ １，１８８ １，０３６ ９３１ ８５６ ８４７ ８００

普通建設事業 １，１３３ １，１０４ ８３１ ６４９ ４６２ ７６４ ４００ ３８０ ３８０ ３８０

その他 ３，２４０ ２，６７９ ２，６３０ ２，５４５ ２，２４１ ２，１４７ ２，１８４ ２，１２８ ２，０２５ ２，０１４

差 引 （C）＝A－B ７１ ７１ ６９ ５８ ５７ ５０ ５０ ５０ ５０ ５０

公債費比率 ２０．０ １９．９ １９．８ １９．５ １９．５ ２１．１ ２２．０ ２２．２ ２２．６ ２３．０

起債制限比率 １２．６ １２．５ １２．５ １２．７ １３．１ １３．０ １３．２ １３．１ １４．１ １４．４

※「分担金等自主財源」：分担金、負担金、使用料、手数料、財産収入、寄付金、繰入金、繰越金、諸収入。 資料：総務課
※「譲与税等依存財源」：地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、特別地方消費税交付金、市町村交付金、交通安全特別対策交付金、自
動車取得税交付金、地方特例交付金。

※地方債、公債費のうち借換債は含まない。
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《施 策》

このような状況を乗り切るには、事業の厳選・効率化、事務事業の見直しによる徹底し

た経費節減、人件費抑制といった一般的取り組みだけでは困難であり、白馬村版「構造改

革」とでもいうべき思い切った改革が求められます。

① 財政基盤安定に向けた基本姿勢

（a）行政改革の「集中改革プラン」に基づく堅実な財政運営を行います。

（b）実施計画に基づく施策は厳選し、適正な予算規模を保ちます。

② 自主財源の確保

（a）歳入の約３分の１を占める村税は、村にとって大切な自主財源であり、バブル崩壊

以降、村の主力産業である観光事業の低迷が続いている中、税収も下降の一途を

辿っております。今後とも税の適正な課税と、増加している固定資産税などの滞納

（平成１６度末約９億３千３百万円）の徴収改善を図ります。

（b）課税においては正確な課税客体の把握と自主申告の啓蒙、徴収についてはこまめ

な電話や訪問による催告、未誓約者に対する訪問誓約、不誠実者に対する滞納処分、

債権回収係などの設置により難しい案件処理を行うなどの対策を施し、健全な財源

の確保に努めます。

（c）普通財産として所有する遊休地や行政財産としての目的を成していない村所有地は

普通財産に切り替えるなどして、売却も視野に入れた有効な利活用に努めます。

積立基金の状況� （単位：百万円）

区 分 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

当年度基金積立額 ３７ ９ ５ １ １ １

当年度基金取崩額 ２５ ６４ ７８ １９３ １８５ ２８０ １１０ １５５ ７０

☆ 年度末基金残高 １，１９２ １，１３７ １，０６４ ８７２ ６８８ ４０９ ２９９ １４４ ７４ ７４

資料：総務課

積立基金の状況� （上記の内 財政調整基金＋減債基金） （単位：百万円）

区 分 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

当年度基金積立額 ３７ １ １

当年度基金取崩額 ２０ ７０ １７０ １６５ １５０ １００ １５０ ７０

☆ 年度末基金残高 ９０４ ８８５ ８１６ ６４６ ４８１ ３３１ ２３１ ８１ １１ １１

資料：総務課
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４．市町村合併

《現状と課題》

市町村合併は、その歴史、是非、特例制度、合併後の制度設計などの観点で論じられて

います。市町村合併の必要性は、税制面、能力面、規模面の３つに分けて考えることがで

きます。財政面では、効率化論のように財政危機に対応するために合併が必要であるとい

う議論であり、能力面では地方分権の受け皿論などに代表される、市町村の能力を向上さ

せるために合併が必要であるという議論です。そして、規模面とは、生活圏や住民意識に

自治体の規模を合わせるために合併が必要という、それぞれの議論です。

いずれにしても、明確な方向性が住民の目に見えない状況であることが、平成の大合併

の一番の特徴であり、それゆえに、市町村合併をめぐる議論はいつまでたっても成熟しな

い実情です。

本村では、隣接する小谷村との合併協議は不調に終わりましたが、今後は新たな枠組み

を含めて検討する必要があります。

《施 策》

① 市町村合併に関する政策情報は、随時広報などにより住民に周知します。

② 市町村合併に関する国・県の今後の政策また地域の動向を見極め、十分な検討と研究

を行います。
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